　　
田辺市第２期障害者計画

（平成24年度～平成29年度）

平成25年３月

田辺市
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はじめに
本市では、平成19年3月に「田辺市障害者計画　平成18年度～平成23年度」を策定し、障害のある人もない人も、お互いの個性を認め合い尊重し、同じ地域の一員としてともに生きる「共生社会」の実現をめざして、さまざまな施策を推進してきました。

この間、国においては、「障害者基本法」の改正（平成23年8月）、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」（平成24年10月）の施行があり、平成25年４月には「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」に改題されることになっています。また、「障害者の権利に関する条約」の批准に向けた検討が急速に進められており、今後も障害のある人を取り巻く環境は大きく変動することが予測されます。
このような状況のもと、本市では障害の有無に関わらず、すべての人がそれぞれの望む生活や自主的に参加していける社会をつくり、住み慣れた地域でこれからも暮らしていけるまちをめざすため、「だれもが安心を感じられる障害福祉の実現」を基本理念とした「田辺市第２期障害者計画」を策定しました。

本計画の策定にあたっては、障害のある人へのアンケート調査や団体・事業所調査の結果を分析し、障害のある人の意見を反映した計画となるよう努めました。さらに、市民や有識者、関係団体、関係機関などで組織された「田辺市障害者施策推進協議会」において、さまざまな視点から計画についての協議をしていただきました。

今後は、本計画に基づき、市民の皆様のご理解とご協力をいただきながら、住み慣れた地域において、市民の皆様の支え合い、助け合いとともに、限られた財源を効率的・効果的に活用した施策を展開することで、だれもが自分らしく暮らせる田辺市の実現に向けて、懸命に取り組んでまいりたいと思います。

最後に、本計画の策定にあたり、多大なご尽力をいただきました「田辺市障害者施策推進協議会」の委員の皆様をはじめ、アンケート調査や団体・事業所調査にご協力いただきました市民の皆様、さらにはさまざまな方面からご意見をいただきました関係者の皆様に心よりお礼申し上げるとともに、今後も本市の福祉施策によりいっそうのご指導とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成25年（2013年）３月
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家族と一緒に

自宅で暮らしたい

ひとり暮らしや結婚の

ために家を借りたい

専門の職員がいて共同生活

ができる施設を利用したい

生活の訓練をするための

施設やサービスを利用したい

病院に入院したいその他不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝343）精神（Ｎ＝159）

（％）
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第１部　総論
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第１章　計画の基本事項
１　計画策定の趣旨

○わが国ではノーマライゼーション＊の理念のもと、障害のある人もない人も、地域でともに暮らし、ともに活動できる社会の実現に向け、障害のある人の自立と社会参加を目的に施策が講じられてきました。
○田辺市では、平成19年３月に、平成18年度から平成23年度までを計画期間とする田辺市障害者計画を策定し、福祉、教育、就労、まちづくりなどの施策を総合的、計画的に推進してきました。

　また、平成18年からは、障害者自立支援法の施行により、身体・知的・精神の３つの障害福祉サービスの一元化と福祉施設・事業体系の再編、就労支援の強化、施設入所者などの地域生活への移行＊、安定的な財源を確保するための利用者負担の見直しなど、障害のある人に対する支援施策が大きく変更されました。このことを受け、本市では、障害福祉サービス等が地域で計画的に提供されるよう、これまで３期にわたって障害福祉計画を策定してきました。
○現在、国では、平成18年の第61回国連総会において採択された「障害者権利条約＊」の締結に向けて、必要な法律の整備や障害者制度の見直しに着手し、これまでに障害者自立支援法の一部改正（平成22年12月公布）、「障害者基本法＊」の改正（平成23年８月公布）、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年６月公布）」及び「障害者総合支援法＊（平成24年６月公布）」の改正が実施されています。また、障害福祉制度の見直しや障害者差別禁止に係る法制化の検討も行われているところです。
○「障害者基本法」の改正では、社会的障壁（日常生活や社会生活を営む上で障壁となる事物、制度、慣行、観念等）の除去や、合理的な配慮がなされなければならないと規定されています。そのため、障害のある人を地域で包み込み、ともに生きる社会づくりをめざしていく必要があります。
○今回策定する「田辺市第２期障害者計画」は、このような社会の動きやこれまでの施策の進捗状況、市民ニーズ＊等をふまえたものとし、障害のある人への福祉、教育、就労、まちづくりなどの施策を推進し、さらに支援体制を充実させるために策定します。
２　計画の性格・位置づけ

○本計画は、国の「障害者基本計画」や「重点施策実施５か年計画」、和歌山県の「第３次和歌山県障害者計画改定　第３期和歌山県障害福祉計画」等の内容をふまえるとともに、「第１次田辺市総合計画（後期基本計画）」の、障害福祉に関する具体的な部門別計画として位置づけ、本市における各分野の関連計画と整合・調整を図りながら策定しています。
○また、障害者基本法＊で市町村が策定しなければならないものと規定されている「市町村障害者計画」であり、障害のある市民の状況等をふまえて策定する、障害のある市民のための施策に関する基本的な計画です。

　なお、障害者自立支援法に基づく「市町村障害福祉計画」として平成24年３月に策定した「田辺市第３期障害福祉計画」は、この計画の障害福祉サービス等に関する実施計画として位置づけています。
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話し相手や地域の人の声かけ、訪問ちょっとした不安や困りごとでも相談にのってくれる

身近な相談サービス

趣味やスポーツなどの集まり食事の配達サービス外出の時に自動車で送迎してくれるサービス買い物など外出に付き添ってくれるサービス自宅に来てくれる散髪や理美容サービスその他不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）

（％）
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趣味やスポーツなどの集まり食事の配達サービス外出の時に自動車で送迎してくれるサービス買い物など外出に付き添ってくれるサービス自宅に来てくれる散髪や理美容サービスその他不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝343）

（％）
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健康であるまあ健康であるあまり健康ではない健康ではない不明・無回答
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健康であるまあ健康であるあまり健康ではない健康ではない不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）精神（Ｎ＝236）

（％）
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01020304050

今の保育所や学校に

満足している

障害のない児童・生徒との

ふれあいが少ない

周囲の児童・生徒、または

その保護者の理解がない

送迎の体制が不十分通所・通学に時間がかかる進路指導が不十分

（自立して働けるような

力をつけさせてほしい）障害が理由で

利用できない設備がある

ノーマライゼーションの考え方

に沿った保育や授業の

内容となっていない学校に学童保育があるが

利用できない

学童保育がない特にないその他不明・無回答

身体（Ｎ＝30）知的（Ｎ＝59）

（％）
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01020304050

今の保育所や学校に

満足している

障害のない児童・生徒との

ふれあいが少ない

周囲の児童・生徒、または

その保護者の理解がない

送迎の体制が不十分通所・通学に時間がかかる進路指導が不十分

（自立して働けるような

力をつけさせてほしい）障害が理由で

利用できない設備がある

ノーマライゼーションの考え方

に沿った保育や授業の

内容となっていない学校に学童保育があるが

利用できない

学童保育がない特にないその他不明・無回答

身体（Ｎ＝12）知的（Ｎ＝63）

（％）
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010203040

常勤で仕事をしている

（福祉的就労を含む）

パートタイムやアルバイト（内職）

の仕事をしている

現在は仕事をして

いないが探している

学校へ通っている働きたくても働けない就労を希望していないその他不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝343）

（％）
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010203040

常勤で仕事をしている

（福祉的就労を含む）

パートタイムやアルバイト（内職）

の仕事をしている

現在は仕事をして

いないが探している

学校へ通っている働きたくても働けない就労を希望していないその他不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）

（％）
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0204060

重度障害のため病気のため高齢のため働く場がないから希望職種がないため通勤が困難なため家事・育児のため就学・技術習得のためその他不明・無回答

身体（Ｎ＝280）知的（Ｎ＝58）

（％）

[image: image24.emf]45.5 46.6 35.2 17.0 4.5 12.5 3.4 0.0 2.31.157.1 14.3 2.9 37.1 17.1 14.3 0.0 0.0 5.70

0204060

重度障害のため病気のため高齢のため働く場がないから希望職種がないため通勤が困難なため家事・育児のため就学・技術習得のためその他不明・無回答

身体（Ｎ＝88）知的（Ｎ＝35）

（％）
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01020304050

公共交通機関

の利用が不便

障害者用駐車場がない、

または少ない

歩道に問題が多い建物内の

設備が利用しにくい

休憩できる場所が少ない介助者がいないと

外出できない

その他特にない不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝343）

（％）
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01020304050

公共交通機関

の利用が不便

障害者用駐車場がない、

または少ない

歩道に問題が多い建物内の

設備が利用しにくい

休憩できる場所が少ない介助者がいないと

外出できない

その他特にない不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）

（％）
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0204060

できるできないわからない不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝343）精神（Ｎ＝167）

（％）
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0204060

できるできないわからない不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）精神（Ｎ＝236）

（％）

[image: image29.emf]73.7 29.2 21.2 11.6 22.7 17.8 7.1 6.2 38.5 16.0 3.5 6.0 30.516.526.514.5

020406080

避難場所まで行けない緊急時の介助者がいない介助している人が

高齢・病弱等で緊急時の

介助ができない近隣の人間関係が疎遠で

お願いできない

災害時の緊急の連絡方法・連

絡先がわからない

災害時の情報入手・連絡の手

段がない

その他不明・無回答

身体（Ｎ＝353）知的（Ｎ＝200）

（％）
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020406080

避難場所まで行けない緊急時の介助者がいない介助している人が

高齢・病弱等で緊急時の

介助ができない近隣の人間関係が疎遠で

お願いできない

災害時の緊急の連絡方法・連

絡先がわからない

災害時の情報入手・連絡の手

段がない

その他不明・無回答

身体（Ｎ＝152）知的（Ｎ＝162）

（％）
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020406080

仕事や収入教育の場人間関係冠婚葬祭スポーツ・趣味の活動街かどでの人間の視線店などでの応対・態度市役所職員の応対・態度交通機関の利用その他不明・無回答

身体（Ｎ＝282）知的（Ｎ＝169）

（％）

[image: image32.emf]21.3 2.8 46.1 14.2 12.8 43.3 19.1 14.219.953.521.1 7.5 37.6 7.5 5.369.924.13.8186.83.8

020406080

仕事や収入教育の場人間関係冠婚葬祭スポーツ・趣味の活動街かどでの人間の視線店などでの応対・態度市役所職員の応対・態度交通機関の利用その他不明・無回答

身体（Ｎ＝141）知的（Ｎ＝133）

（％）
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0204060

何でも相談できる窓口をつくるなど

相談体制の充実

サービス利用の手続きの簡素化行政からの福祉に関する情報提供の充実保健や福祉の専門的な

人材の育成と資質の向上

参加しやすいスポーツ・サークル・

文化活動の充実

いろいろなボランティア活動の育成在宅での生活や介助がしやすいよう、

保健・医療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの

通所施設の整備

地域でともに学べる保育・教育内容の充実職業訓練の充実や働く場所の確保障害の有無にかかわらず、住民同士が

ふれあう機会や場の充実

利用しやすい道路・建物などの整備・改善障害に配慮した公営住宅や、

グループホームの整備など、生活の場の確保

災害のときの避難誘導体制

（緊急通報システムなど）の整備

差別や偏見をなくすための

福祉教育や広報活動の充実

本人や家族の積極性その他不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝343）精神（Ｎ＝167）

（％）
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0204060

何でも相談できる窓口をつくるなど

相談体制の充実

サービス利用の手続きの簡素化行政からの福祉に関する情報提供の充実保健や福祉の専門的な

人材の育成と資質の向上

参加しやすいスポーツ・サークル・

文化活動の充実

いろいろなボランティア活動の育成在宅での生活や介助がしやすいよう、

保健・医療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの

通所施設の整備

地域でともに学べる保育・教育内容の充実職業訓練の充実や働く場所の確保障害の有無にかかわらず、住民同士が

ふれあう機会や場の充実

利用しやすい道路・建物などの整備・改善障害に配慮した公営住宅や、

グループホームの整備など、生活の場の確保

災害のときの避難誘導体制

（緊急通報システムなど）の整備

差別や偏見をなくすための

福祉教育や広報活動の充実

本人や家族の積極性その他不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）精神（Ｎ＝236）

（％）
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0%20%40%60%80%100%

それぞれの障害に配慮した情報提供や地域での交流

が充実している地域で暮らしたいですか

障害者が不安なく過ごせるよう、健康づくり活動や相

談・医療体制が充実している地域で暮らしたいですか

相談体制が充実し、障害児が保育・学校教育を不安な

く受けられる地域で暮らしたいですか

障害者が就労できるよう、それぞれの障害者への就労

支援や障害者雇用の受け入れが多い地域で暮らした

いですか障害者が自立した社会生活を営むことができるよう、相

談支援や居宅介護

障害者が安心・安全に暮らせるよう施設のバリアフリー

化や防災ネットワークが整備されている地域で暮らした

いですか身体（N=511）

悪くなっている変わりない良くなっている不明・無回答
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0%20%40%60%80%100%

それぞれの障害に配慮した情報提供や地域での交流

が充実している地域で暮らしたいですか

障害者が不安なく過ごせるよう、健康づくり活動や相

談・医療体制が充実している地域で暮らしたいですか

相談体制が充実し、障害児が保育・学校教育を不安な

く受けられる地域で暮らしたいですか

障害者が就労できるよう、それぞれの障害者への就労

支援や障害者雇用の受け入れが多い地域で暮らした

いですか障害者が自立した社会生活を営むことができるよう、相

談支援や居宅介護

障害者が安心・安全に暮らせるよう施設のバリアフリー

化や防災ネットワークが整備されている地域で暮らした

いですか知的（N=314）

悪くなっている変わりない良くなっている不明・無回答
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それぞれの障害に配慮した情報提供や地域での交流

が充実している地域で暮らしたいですか

障害者が不安なく過ごせるよう、健康づくり活動や相

談・医療体制が充実している地域で暮らしたいですか

相談体制が充実し、障害児が保育・学校教育を不安な

く受けられる地域で暮らしたいですか

障害者が就労できるよう、それぞれの障害者への就労

支援や障害者雇用の受け入れが多い地域で暮らした

いですか障害者が自立した社会生活を営むことができるよう、相

談支援や居宅介護

障害者が安心・安全に暮らせるよう施設のバリアフリー

化や防災ネットワークが整備されている地域で暮らした

いですかスポーツ・レクリエーションなど、障害者が生きがいを感

じられるような交流・イベントが多い地域で暮らしたいで

すか精神（N=236）

悪くなっている変わりない良くなっている不明・無回答



３　計画の対象

（１）障害者の概念
○本計画における「障害者」とは、「身体障害＊、知的障害＊、精神障害＊（発達障害＊を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう」（障害者基本法＊第２条）を総称することとします。
（２）計画の対象範囲
○計画に基づき推進する各課施策の対象者は、上記「（１）障害者の概念」で定義する障害者とします。
○また、基本理念の実現のためには、すべての市民の理解と協力が求められることから、この計画は、障害者をはじめとする全市民を対象者とします。

○本計画における「障害のある人」とは、上記「（１）障害者の概念」で定義しているものとし、障害者自立支援法等の関連法をふまえながら、高次脳機能障害＊者、難病＊患者も計画の対象とします。
４　計画の期間

○本計画は、平成24年度から平成29年度までの６年間を計画期間とします。
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度
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010203040

よく感じるときどき感じるほとんど感じたことはないまったく感じたことはない不明・無回答

身体（Ｎ＝924）知的（Ｎ＝353）精神（Ｎ＝167）

（％）
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010203040

よく感じるときどき感じるほとんど感じたことはないまったく感じたことはない不明・無回答

身体（Ｎ＝511）知的（Ｎ＝314）精神（Ｎ＝236）

（％）
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01020304050

健康や体力に自信がない外出の際、援助を頼める人が身近にいない外出先で困ったとき、援助してくれる人がいない外出の際、周囲の人の目が気になる道がわかりにくいバスや鉄道が利用しにくいその他不明・無回答

精神（Ｎ＝167）（％）


	
	


５　計画の推進体制
（１）市民、団体等との連携による計画の推進

①計画の市民への周知・情報伝達

計画書の配布やホームページでの公表などにより、本計画を広く市民に周知します。特に、障害や障害のある人に関する理解・啓発を進めるための取り組みや、地域での見守り、交流、防災・防犯などの取り組みは、地域との連携と協働が不可欠であることから、関係課との連携のもとで重点的な広報を行います。

②団体、事業者等との連携

本計画を推進していくため、社会福祉協議会、民生委員・児童委員＊や自治会、地域団体、当事者団体、事業者との連携の強化を図ります。

（２）障害福祉サービスの円滑な提供のための推進体制

①西牟婁圏域自立支援協議会
西牟婁圏域自立支援協議会において、相談支援事業者の運営評価や困難事例への対応についての調整、ネットワークの構築などを行います。

また、住まい、相談支援、施設整備などの具体的な協議を行うとともに各種関係機関の有する情報やノウハウの共有化を図ることができるよう、積極的に運営に参加します。
②サービス提供事業者の育成・確保

障害福祉サービスの充実を図るため、サービス提供事業所等へ各種の情報提供を行うなど、事業参入しやすい環境づくりに努めます。

また、利用者がサービス提供事業所の選択に活用できるよう、事業所情報の提供を行います。 

③県との連携

障害福祉サービスで広域的な対応が望ましいものについて、県とともに連携して提供体制の充実に取り組みます。
（３）国の動向に対応した見直しについて

①制度等の変更にあたっての見直し

今後予定される国における障害者制度改革の動向をふまえ、必要に応じて本計画を見直します。

②変更点等の周知・情報伝達について

国における障害者制度改革に伴い、本計画の内容等に変更が生じた場合、速やかに変更点を市民、サービス提供事業者、関係機関・団体等に周知します。

（４）計画の進捗管理

①計画の進捗管理手法について

毎年、本計画の進捗状況について定期的な確認を行い、進捗状況を評価することで、施策のより効果的な推進に役立てるとともに、事業の見直しなどを行います。

②庁内の連携体制について

計画の着実かつ効果的な推進を図るため、庁内において定期的な協議を行います。
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第２章　障害のある人等の状況
１　障害者数の推移

（１）身体障害＊者手帳所持者数の推移

本市の身体障害者手帳所持者数は平成24年４月１日現在で4,031人となっており、これまで継続して増加しています。等級別にみると、平成18年から24年にかけて１級、３級、４級、５級が増加しています。また、障害の種類別にみると、「肢体不自由」「内部障害」が増加しています。

　　　　　　　■障害等級別　身体障害者手帳所持者数の推移
資料：各年４月１日現在　　　　　
■障害種類別　身体障害者手帳所持者数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人
	区分
	平成18年
	平成19年
	平成20年
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年

	視覚障害
	267
	277
	272
	267
	266
	264
	260

	聴覚障害
	509
	497
	506
	508
	499
	489
	492

	言語障害
	55
	59
	60
	56
	59
	58
	52

	肢体不自由
	2,069
	2,107
	2,129
	2,135
	2,158
	2,200
	2,205

	内部障害
	811
	859
	889
	902
	923
	981
	1,022

	合計
	3,711
	3,799
	3,856
	3,868
	3,905
	3,992
	4,031


　　　
（２）療育手帳所持者数の推移

本市の療育手帳所持者数は継続して増加しています。等級別にみると、平成18年から24年にかけて、特にＢ１、Ｂ２が増加傾向にあります。

　　　　　　　■障害等級別　療育手帳所持者数の推移

資料：各年４月１日現在　　　　　
（３）精神障害＊者保健福祉手帳所持者数の推移

本市の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、近年大きく増加しています。等級別にみると、平成18年から24年にかけて２級、３級が増加しています。

　　　　　　　■障害等級別　精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移



（４）各手帳所持者の年齢別・性別の状況、人口比など

平成24年４月１日現在の各手帳所持者数を年齢区分別にみると、身体障害＊者手帳所持者では「65歳以上」が、療育手帳所持者では「18～39歳」が、精神障害＊者保健福祉手帳所持者では「40～64歳」が、それぞれ最も多く占めています。また、性別では療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者で男性が多く、身体障害者手帳所持者では女性がやや多くなっています。
本市の総人口に対する各手帳所持者数の割合は、いずれの障害においても上昇しています。

　　　　　　　■各手帳所持者数の年齢区分の状況

資料：平成24年４月１日現在　　　　　

　　　　　　　■各手帳所持者数の性別の状況

資料：平成24年４月１日現在　　　　　

■総人口に対する各手帳所持者数比率の推移

	区分
	平成19年
	平成20年
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年

	
	総人口（人）
	84,159
	83,299
	82,537
	81,938
	81,191
	80,475

	
	身体（人）
	3,799
	3,856
	3,868
	3,905
	3,992
	4,031

	
	人口比（％）
	4.51%
	4.63%
	4.69%
	4.77%
	4.92%
	5.01%

	
	知的（人）
	619
	645
	687
	709
	732
	767

	
	人口比（％）
	0.74%
	0.77%
	0.83%
	0.87%
	0.90%
	0.95%

	
	精神（人）
	319
	343
	390
	407
	422
	441

	
	人口比（％）
	0.38%
	0.41%
	0.47%
	0.50%
	0.52%
	0.55%


資料：各年４月１日現在
※表中の「身体」は身体障害者手帳所持者数、｢知的｣は療育手帳所持者数、｢精神｣は精神障害者保健福祉手帳所持者数を指す。

（５）難病＊患者等の状況
原因不明で、治療方法が確立していない疾病は難病と言われています。その中でも特定の疾患については、治療研究を推進するとともに医療費の一部を公費負担しています。本市の特定疾患患者数は平成23年まで継続して増加傾向にあります。また、小児慢性特定疾患患者数は60人から80人の間で推移しています。
　　　　　　　　　　■特定疾患・小児慢性疾患患者数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：各年度３月末
（６）学校教育の状況

本市では、市内の小学校29校のうち17校に、中学校15校のうち９校に特別支援学級を設置しています。特別支援学級に在籍する児童生徒数の推移をみると、小学校については近年50から60人と横ばいで推移していますが、中学校では増加傾向にあります。
市外の特別支援学校＊に在籍する児童生徒数は、平成24年４月１日現在で88人となっています。
　 ■特別支援学級の児童生徒数
資料：各年度４月１日
２　アンケートからの意見
（１）市民意識調査概要

①調査の目的

調査は、身体障害＊者手帳又は療育手帳、精神障害＊者保健福祉手帳をお持ちの方々を対象に、障害のある人の生活状況とご意見をお聞きし、「田辺市第２期障害者計画」策定の基礎資料とするために実施しました。

②調査の概要

■前回調査

	・調査対象
	平成18年７月現在、田辺市に居住している身体障害者手帳所持者と、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者

	・調査期間
	平成18年７月～８月

	・調査方法
	郵送配付・郵送回収による郵送調査方法

調査票による本人記入方式（本人が記入できない場合は家族等の記入）


■今回調査

	・調査対象
	平成24年８月1日現在、田辺市に居住している身体障害者手帳所持者と、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者

	・調査期間
	平成24年８月～９月

	・調査方法
	郵送配付・郵送回収による郵送調査方法

調査票による本人記入方式（本人が記入できない場合は家族等の記入）

	・回収結果
	身体障害者手帳所持者（回収率51.1％）

療育手帳所持者（回収率56.1％）

精神障害者保健福祉手帳所持者（回収率53.6％）


③数値の見方
　○　回答結果は、少数点第２位を四捨五入しており、比率の合計が100.0％にならないことがあります。

　○　複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対するそれぞれの割合を示しています。そのため、合計が100.0％を超える場合があります。

　○　グラフのＮ数は有効標本数を示しています。

　○　設問の表題、選択肢について、長い文は簡略化している場合があります。

（２）市民意識調査結果の概要

①生活の状況について

■同居者
同居者については、前回調査同様、身体では「配偶者」が、知的・精神では「母親」が最も高くなっています。
 

■将来の生活の場について
将来希望する生活の場については、前回調査同様、３障害ともに「家族と一緒に自宅で暮らしたい」が最も高くなっています。また、知的では「専門の職員がいて共同生活ができる施設を利用したい」への回答が他の障害に比べて高くなっています。


■地域の人との付き合いについて
地域の人との付き合いについては、前回調査同様、３障害ともに「会った時にはあいさつをする」が最も高くなっています。しかし、知的や精神では依然として「世間話をする」への回答が身体に比べ、低くなっており、地域との接点が少ないことや、理解が不足しているということが予測されます。



②福祉サービスについて

■利用率
障害福祉サービスの利用率では、知的で「生活介護」「施設入所支援」の利用が、他のサービスに比べて高くなっています。また、「日中一時支援・デイサービス」においても知的では10％を超え、比較的高くなっています。



■利用意向
障害福祉サービスや地域生活支援事業＊の利用意向では、身体で「居宅介護」、知的で「ケアホーム・グループホーム」「生活介護」「日中一時支援・デイサービス」「施設入所支援」、精神で「居宅介護」の利用意向が20％を超え、高くなっています。

■福祉サービス以外に必要な支援について

福祉サービス以外に必要な支援では、 前回調査同様、身体・知的ともに「ちょっとした不安や困りごとでも相談にのってくれる身近な相談サービス」が最も高くなっています。

③医療・保健について

■健康状態について
健康状態では、前回調査と比べ、３障害ともに『健康である』」（「まあ健康である」と「健康である」の合計）と答えた割合が高くなっています。しかし、依然として身体、精神において『健康ではない』（「あまり健康ではない」と「健康ではない」の合計）の割合も高くなっています。



④保育・教育について

■通所・通学していて感じることについて
通所・通学していて感じることでは、前回調査同様、身体・知的ともに「今の保育所や学校に満足している」が最も高くなっています。しかし、身体では「送迎の体制が不十分」、知的では「障害のない児童・生徒とのふれあいが少ない」といった割合も高くなっています。



⑤仕事について

■就労の状況について
就労の状況では、前回調査と比較すると、身体では「常勤で仕事をしている（福祉的就労＊を含む）」が前回調査よりも高く、最も高い割合となっており、知的では、前回調査同様「常勤で仕事をしている（福祉的就労を含む）」が最も高くなっています。しかし、依然として身体では「働きたくても働けない」の割合も高くなっています。




■働けない理由について
働けない理由としては、前回調査同様、身体では「重度障害のため」「病気のため」「高齢のため」が高く、知的では「重度障害のため」「働く場がないから」が高くなっています。



⑥生活全般について

■外出のときに困ることについて
外出のときに困ることについては、前回調査同様、身体・知的ともに「介助者がいないと外出できない」「公共交通機関の利用が不便」が高くなっています。精神では「健康や体力に自信がない」「外出の際、周囲の人の目が気になる」が高くなっています。



■災害時に避難できるかについて
災害時に避難できるかについては、身体で、前回調査より「できる」の割合が高くなっており、「できる」が「できない」を上回っています。また、知的・精神においても「できる」と答えた割合は前回調査よりも高くなっています。しかし、知的においては、依然「できない」が高くなっています。



■避難するのに困ることについて
避難するのに困ることについて、前回調査と比較すると、全体的に割合は低くなっています。しかし、身体・知的において「避難場所まで行けない」が高い割合となっています。



■差別や偏見を感じるかについて
差別や偏見を感じるかについて、前回調査と比較すると、『感じる』（「よく感じる」と「ときどき感じる」の計）は３障害ともに前回調査よりも低くなっています。しかし、依然として知的・精神においては『感じる』が『感じない』（「ほとんど感じたことはない」と「まったく感じたことはない」の計）を上回っています。
 

■どんな時に差別や偏見を感じるかについて
どんな時に差別や偏見を感じるかについては、前回調査同様、身体・知的ともに「人間関係」「街かどでの人間の視線」が高くなっています。




■障害のある人にとって住みよいまちをつくるために必要な取り組みについて
障害のある人にとって住みよいまちをつくるために必要な取り組みについては、前回調査同様、３障害ともに「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」が最も高くなっています。
 

■障害者施策の実態について
障害者施策の実態については、身体で「障害者が不安なく過ごせるよう、健康づくり活動や相談・医療体制が充実している地域」、知的では「相談体制が充実し、障害児が保育・学校教育を不安なく受けられる地域」、精神では「障害者が自立した社会生活を営むことができるよう、相談支援や居宅介護」について「よくなっている」の割合が高くなっています。

３　ヒアリングからの意見

（１）団体ヒアリング調査結果の概要

①調査の目的

障害者にかかる当事者団体、障害福祉サービス提供事業所を対象に、田辺市における障害者を取り巻く現状や課題、今後の方向性などをお聞きし、「田辺市第２期障害者計画」策定の基礎資料とするためにヒアリング調査を実施しました。

②調査の概要

	・調査対象
	障害者にかかる当事者団体

障害福祉サービス提供事業所

	・調査期間
	調査シートの配付：平成24年８月29日～９月10日

調査シートに基づく面談による聞き取り調査：平成24年10月22日～平成24年10月24日

	・調査方法
	各団体・事業所等を対象に調査シートを郵送又はＦＡＸにて配付・回収

当事者団体、障害福祉サービス提供事業所を中心に、調査シートに基づき面談によるヒアリング調査を実施


③結果について

団体ヒアリングについては、各施策ごとに意見を聞いていることから、第２章の「施策の基本方向と取り組みの推進」の現状と課題に意見を反映しています。



第２部　各論
第１章　計画の基本的な考え方
１　基本理念

　地域には子供や大人、高齢者、障害のある人等、さまざまな人が生活しています。だれもが住み慣れた地域で、生きる喜びを感じ、安心と尊厳をもって暮らせる社会を築くためには、障害のある人の生活においても当然の権利として、主体性をもち、社会、経済、文化、スポーツ等、あらゆる活動に参加できる機会が保障された社会、また、物理的にも精神的にもインクルージョン＊の理念に基づいた社会をめざしていかなければなりません。

特に、本市では「第１次田辺市総合計画」の基本施策のひとつに『人を大切にするまちづくり』を掲げ、すべての人の人権を尊重する幅広い施策を展開することにしています。今後も障害の有無にかかわらず、すべての人が社会の一員として、互いに尊重し、支え合いながら、地域の中でともに生活する社会こそ普通の社会であるという「ノーマライゼーション＊」と、障害があってもライフステージ＊すべての段階において社会経済的に普通の生活を営むことを保障できるよう支援する「リハビリテーション＊」の理念のもと、社会参加を阻んでいる物理的な障壁、制度や習慣などの障壁、情報の障壁、人々の意識に関わる障壁など、あらゆる障壁を取り除くバリアフリー＊化を推進し、障害のある人もない人も、お互いの個性を認め合い尊重し、それぞれの役割と責任をもってともに社会の一員として、社会活動に参加し、安心して生活を送ることができる社会の実現に向けて施策の推進を図っていきます。
さらに、障害による日常生活や社会参加の困難さを、障害のある人自身の問題ととらえるのではなく、学校や職場、地域社会など環境との関係から生じるものととらえ、個々の障害のある人の困難さを解消する多様な支援を行っていきます。
基本理念　：　「だれもが安心を感じられる障害者福祉の実現」
　　　　　　

２　施策の重点課題

　本計画の第１部で述べたような田辺市の現状を受け、本計画期間中に特に取り組むべき重点課題を以下のようにまとめます。

（１）障害と障害のある人への理解

平成23年７月の障害者基本法＊の改正において、障害のある人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における一切のものが｢社会的障壁｣と定義され、｢障害者｣とは、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものであることが明記されました。アンケートでは依然として差別や偏見を「感じている」と答えられた割合が多くなっています。このことから障害のある人もない人もともに暮らせるまちをつくっていくためには、市民一人ひとりがノーマライゼーション＊の理念に基づき、障害や障害特性などを理解した上で、障害のある人にとってのあらゆる障壁を取り除くための取り組みを進めていく必要があります。

（２）地域生活への移行＊とその基盤整備
障害が重いこと、身近に介助者がいないことなどから施設への入所等を選択する人もいますが、自立可能な施設入所者については、アンケートにおいても「家族と一緒に自宅で暮らしたい」との回答が多いことから、本人の希望に応じて、できる限り地域で暮らせるように支援していく必要があります。
また、様々な地域資源を活用し、住まいの場を確保するための支援を推進するとともに、地域生活を支える各種サービスの充実を図る必要があります。
（３）相談体制の確立

障害のある人が地域や家庭で暮らしていくためには、生活を支えるためのサービスや相談体制が重要です。アンケートにおいても福祉サービス以外に必要な支援として「ちょっとした不安や困りごとでも相談にのってくれる身近な相談サービス」の回答が多いことから、本人の希望に応じて、できる限り地域で暮らせるように支援していく必要があります。

また、相談体制については、基幹相談支援センター＊などの機能をいかし、相談機関における連携体制の強化や専門的な相談体制の構築を進めていくことが重要です。
（４）障害のある子供への支援の充実

発達障害＊などをはじめとして、障害のある子供が増加しています。アンケートにおいても通所・通学で感じることについて「障害のない児童・生徒とのふれあいが少ない」との回答が多いことから、学齢期においては、地域の学校で、障害の有無に関わらずともに教育を受けられるように配慮するインクルージョン＊教育とともに、本人や家族が希望する場合には、地域の学校や特別支援学校＊など、子供の能力や可能性を伸ばしていくための最良の選択ができる環境をつくっていく必要があります。また、専門的な支援を受けられる体制を整備していくことも重要です。
（５）就労に向けた総合的な支援

障害のある人が、その個性と能力に応じていきいきと働けることが重要です。しかし、アンケートでは働けない理由として「働く場がないから」という回答も多くみられることから、一般就労の場、福祉的就労＊の場の充実や、障害のある人が経済的な自立を果たし、地域での自立した生活の実現をめざすことのできる環境づくり、しくみづくりが求められています。

そのため、市内の企業や、就労系のサービス提供事業所、就労に関する国・県の関係機関などが連携し、就労の場の確保と、障害のある人の就労の継続を支援する総合的な取り組みを推進していく必要があります。

（６）安心して暮らせるまちづくり

平成23年３月の東日本大震災や同年９月の台風12号の影響を受け、社会全体で防災・減災の機運が高まっており、アンケートにおいても前回調査より災害時に「避難できる人」の割合は３障害とも高くなっています。しかしながら、「避難できない人」の割合についても、依然として高くなっていることから、地域を中心として、障害のある人の安否確認や避難等について事前の心構えや準備を行うとともに、避難施設などにおいて障害のある人が安心して過ごせる体制を整備していく必要があります。
また、外出のときに困ることについても「介助者がいないと外出できない」「公共交通機関の利用が不便」といった回答が多いことから、ユニバーサルデザイン＊の考え方を取り入れた環境づくりを進めていく必要があります。
３　基本目標

１．社会のバリアフリー＊化の推進

障害のある人が地域のなかで自分らしく、いきいきと生活できるよう、ノーマライゼーション＊の理念が具現化され、道路や公共施設等の交通環境・生活環境の面、人権尊重の徹底や相互理解の浸透等の心理的な面すべてにおいてバリアフリー化され、ユニバーサルデザイン＊に基づいた社会の実現をめざします。
２．障害の特性をふまえた利用者本位の支援の展開

障害のある人一人ひとりのニーズ＊に対応するため、個々の障害に応じたニーズを的確に把握するとともに、サービス事業者や民間企業、ＮＰＯ＊、地域住民団体等と連携を図り、ライフステージ＊の全段階を通じた総合的かつ適切な支援施策が行えるよう体制を整えていきます。

また、利用者が自らの選択に基づき適切なサービスを利用できるよう、相談、利用援助等の体制を充実します。

３．総合的かつ効果的な施策の推進

障害のある人がいつまでも自分らしい生活を送ることができるよう、保健、医療、福祉、教育、雇用・就労等の関係行政機関相互の緊密な連携を確保するとともに、「田辺市地域福祉計画」をはじめ「田辺市長寿プラン2012」『田辺市健康づくり計画「元気たなべ」』「田辺市次世代育成支援行動計画（後期計画）」等との整合性にも視点を置きながら、総合的な施策の展開を推進します。

４．サービス基盤の整備
障害のある人が身近な地域において各種サービスを利用することができるよう、各種サービス基盤の整備を行うとともに、身近な地域におけるサービス拠点づくりとして、ＮＰＯや地域住民団体等によるインフォーマルサービス＊の提供等、地域の社会資源を活用した基盤整備を進めていきます。

４　施策の体系

















第２章　施策の基本方向と取り組みの推進

１　広報・啓発活動

（１）現状と課題

①広報・啓発活動の推進

障害の有無にかかわらず、ともに生活することができる地域をつくるためには、市民一人ひとりが障害や障害のある人に対する正しい知識を持ち、理解を深めることが必要です。

そのため、田辺市では、これまでも、「広報田辺」やホームページへの掲載、パンフレットを作成し、配布することにより、障害のある人に関する広報・啓発活動を行ってきました。

しかしながら、アンケート調査では、障害があるために差別や偏見、疎外感を「よく感じる」又は「ときどき感じる」ことがあると答えた割合は、前回調査（平成18年度。以下同じ。）に比べ、低くなっているものの、全体でまだ３割を超えていることから、啓発が十分できているとはいえません。

今後も積極的に広報・啓発活動を推進する必要があります。

②福祉教育＊の推進と交流の促進
障害のある人が住み慣れた地域で暮らすためには、住民相互の理解や交流を深め、互いに支えあうことのできる環境づくりが必要です。そのためには、学校教育だけでなく、生涯学習の機会においても、一人ひとりの人権が大切にされ、心豊かで充実した生活ができるような取り組みが求められています。

田辺市では、学校教育において、福祉教育の教材として活用するため小学校５年生を対象に福祉読本「ともに生きる」を配布し、総合的な学習の時間を活用して障害者問題について考える機会を設けるとともに、公民館活動等では、手話講座の開催やＮＰＯ＊との連携による障害のある人との交流活動を実施するなど、障害や障害のある人に対する正しい知識と理解の普及に努めてきました。

また、障害のある人へのボランティア＊活動は、地域における障害のある人への支援を広げるとともに、障害や障害のある人に対する正しい知識と理解に繋がることから、障害児サマースクールへのボランティア参加の呼びかけ等も積極的に行ってきました。
これらをふまえさらに、全世代を通じた福祉教育、地域との交流活動等の取り組みが重要となります。
【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①広報・啓発活動の推進

　今後も、障害や障害のある人に対する正しい知識と理解を普及していくため、各種の広報・啓発活動に取り組みます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	広報・啓発活動の推進
	「広報田辺」やホームページを活用し、障害や障害のある人に対する理解の普及に努めます。
	企画広報課

障害福祉室

	
	障害のある人やその家族に対し、各種サービスやイベントの情報等を提供します。
	企画広報課

障害福祉室

	
	「障害者週間＊」「世界自閉症啓発デー」等の機会を活用し、広報・啓発活動を行います。
	人権推進課
障害福祉室


②福祉教育＊の推進と交流の促進

　障害の有無に関わらず、住民相互の理解や交流を深め、互いに支えあうことのできる環境づくりのため、全世代を通じた福祉教育、地域との交流活動に取り組みます。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	福祉教育の推進
	全小中学校を福祉教育推進校に指定し、教職員の研修の充実等、福祉教育の推進に取り組みます。
	学校教育課

	
	福祉読本「ともに生きる」等の副読本・教材を活用し、思いやりの心を育む教育を推進します。
	学校教育課

	
	「人を大切にする教育」の基本方針に基づき、推進計画を策定し、市内全公民館、各種団体等で学習会を開催します。
	学校教育課

生涯学習課
人権推進課

	
	地域、学校、公民館や職場等のあらゆる単位での学習、啓発活動に活用するため、障害者問題を題材にした視聴覚教材の整備を図ります。
	学校教育課

生涯学習課


	施策名
	施策の内容
	担当課

	福祉教育＊の推進
	行事・イベントを企画する中で、障害のある人との交流や障害者問題を含むさまざまな人権課題に関する講演会等を設定します。
	人権推進課学校教育課

生涯学習課

	交流の促進
	田辺市社会福祉協議会やＮＰＯ＊、市民団体等と連携し、ボランティア＊活動や体験学習の機会を提供し、市民の参加を募ることで、障害のある人との交流の促進を図ります。
	生涯学習課

障害福祉室

	
	障害者団体や家族の会、点字や手話等の障害のある人と一緒に行うサークル活動について支援します。
	生涯学習課

障害福祉室


２　保健・医療・リハビリテーション＊
（１）現状と課題

①障害予防、障害の早期発見・早期療育体制の充実

平成18年に厚生労働省が実施した身体障害＊児・者実態調査では、身体障害の原因について、18歳未満では「事故によるもの」が2.9％、「疾患によるもの」が9.9％、「出生時の損傷によるもの」が19.2％で、「出生時の損傷によるもの」が多くを占め、18歳以上では「事故によるもの」が9.8％、「疾患によるもの」が20.7％、「出生時の損傷によるもの」が2.3％、「加齢によるもの」が4.8％で、「疾患によるもの」が多くを占めています。また、同調査の年齢別の身体障害のある人の割合は、高齢になるほどその割合が高くなり、高齢社会の一面を表しています。

これらのことから、母親の妊娠期・周産期を含め、出生時から幼児期、児童期、青年期、壮年期、老年期等、あらゆる人生の場面での障害の原因となる疾病等の適切な予防や早期発見・早期治療が重要となっています。そのため、田辺市では、出生時から幼児期には、３歳６ヶ月までの健康診査・健康相談、５歳児を対象にした発達に関するアンケート調査、各種の健診・相談の結果、必要と思われる乳幼児を対象とした教室や訪問事業等を実施しています。また、壮年期以降には、生活習慣病をはじめとする慢性疾患や各種がんの予防、早期発見・早期治療を目的とした各種検診や相談を実施するとともに、介護予防対策として、健康診査や健康教室、介護予防事業を実施しています。
②医療・リハビリテーションの充実

医療は障害のある人の地域生活には欠くことのできないものである場合が多いことから、適切な医療を受けることができるよう医療機関との連携を図ることは必要です。また、障害のある人が利用できる医療制度の充実も求められています。

そして、障害のある人に対するリハビリテーションは、単に運動機能の回復だけでなく、障害のある人の自立を支援し、全人格的な復権をめざすもので、ライフステージ＊のそれぞれの時期における異なるニーズ＊に対応できるよう、医学的、心理的、職業的、社会的等の各分野との総合的な支援体制が必要となります。また、医療、介護、福祉の各制度におけるリハビリテーションの役割分担のなかで、地域での実施体制の充実が求められています。
③精神保健対策の充実

精神保健の推進については、精神障害＊のある人の人権に配慮した医療の確保を図るとともに、社会的入院の解消のため地域での適切な治療や自立生活を送るための支援体制の整備が求められています。特に、在宅の精神障害のある人を対象に多職種の専門家のチームが包括的で継続的な訪問支援を行うアウトリーチ支援は、国においてもモデル事業として取り組まれており、精神障害のある人への新しい地域支援の方法として注目されています。

また、精神障害のある人が利用することのできる障害福祉サービスは、障害者自立支援法の施行により他の障害とほぼ同一レベルに整備されるとともに、平成24年４月からの制度改正により、精神科病院から地域生活への移行＊・定着のための地域移行・地域定着支援＊事業が整備されることになりました。今後は、こうした制度等を活用し、医療、保健、雇用及び福祉における各分野の関係者との連携の下に、社会的入院の解消と地域生活への定着に向けた取り組みが求められています。

近年、社会情勢や生活環境の変化・複雑化に伴い、心に問題を抱える人が増加しており、うつ病やひきこもり、また自殺は大きな社会問題となっています。田辺市では、ひきこもり相談窓口を開設し、思春期・青年期に見られるひきこもり状態にある人やその家族を支援し、必要に応じた適切な関係機関の紹介、家族会や自助グループへの支援を行っています。また、自殺対策においては、平成22年まで田辺市の自殺率が、県内自治体の中で高い数値となっていることから、平成23年度から街頭啓発や自殺予防等の講演会を開催し、自殺対策に取り組んでいます。今後も、うつ病やひきこもりなど、心の病に対する対策や自殺予防対策の充実が求められます。
【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①障害予防、障害の早期発見・早期療育体制の充実

田辺市民総合センター内の田辺市保健センターをはじめ、各行政局にある保健センターを中心に、関係機関との連携のもと、障害の予防、障害の早期発見・早期療育体制の充実を図り、総合的な健康づくりを推進します。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	健康づくりの推進
	「田辺市健康づくり計画」に基づき、健康づくりを推進します。
	健康増進課

	
	各種イベント等の機会を活用し、障害につながる疾病予防に取り組みます。
	健康増進課

	母子保健事業の充実
	胎児期からの障害や感染等の予防のため、妊産婦の健康と保健対策の充実を図ります。
	健康増進課

	
	出生時における母子の救命及び障害の予防を図るため、周産期医療体制の充実を図ります。
	健康増進課

	
	各種教室の開催や訪問活動等により、よりよい子育ての方法や障害に関する知識の普及、虐待の防止等に努めます。
	健康増進課

	
	感染症による疾病や後遺障害を防ぐための各種予防接種率向上に努めます。
	健康増進課

	児童の健康診査・相談の充実と療育指導・相談体制の整備
	児童の発達段階に応じた健康診査、健康相談を実施し、必要と思われる児童・家庭を対象に、発達相談・教室の開催や家庭訪問を実施し、早期発見・早期療育体制の整備を図ります。
	健康増進課障害福祉室

	
	障害のある子供を対象とした活動の場を提供し、家族の負担軽減にも努めます。
	健康増進課

障害福祉室

	成人及び高齢者保健事業の充実
	生活習慣病や高齢に伴う疾病の予防のため、健康診査、各種がん検診及び健康教育を実施するとともに、健診後の生活習慣の改善指導を充実します。
	健康増進課

	
	介護保険制度における地域支援事業の実施等により、要支援・要介護状態になる前からの介護予防、高齢期の健康な生活づくりを支援します。
	やすらぎ対策課


②医療・リハビリテーション＊の充実

障害のある人の医療・リハビリテーションの充実のため、医療機関・福祉施設と連携し、制度の充実に取り組みます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	医療体制の充実
	「広報田辺」やホームページ等を活用して、医療体制や医療機関に関する情報の提供に努めます。
	健康増進課

障害福祉室

	
	在宅での生活が可能となった障害のある人に対し、適切な医療が提供できるよう関係機関との連携を図り体制整備に努めます。
	健康増進課

	
	医療機関において、障害のある人が自分の症状等を伝えることができるよう、また、医師から治療方法等の説明を受けることができるよう、医療の場におけるコミュニケーション手段の充実を図るため、関係機関等への働きかけに努めます。
	消防本部
障害福祉室

	リハビリテーションの充実
	医療、介護保険、障害福祉サービスにおいて行われる各種リハビリテーションの役割分担をふまえ、充実を図ります。
	健康増進課

やすらぎ対策課
障害福祉室

	医療費助成制度の
充実
	障害のある人に対する医療費負担の軽減と自立更生を図るため、自立支援医療＊（更生医療、育成医療、精神障害＊者通院医療）及び重度障害者医療の利用を推進します。
	保険課
障害福祉室

	
	難病＊患者及び小児慢性特定疾患児には、和歌山県が実施する特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業による医療費等の公費負担制度の活用を呼びかけます。
	障害福祉室

健康増進課


③精神保健対策の充実

精神保健対策及び心の健康対策・自殺対策の充実に向けて、医療、保健、雇用及び福祉における各分野の関係者と連携し、支援体制の整備に努めます。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	地域精神保健医療の充実
	精神障害＊のある人が適切な医療を受けることができるよう、救急医療体制の整備や医療機関を含む相互協力体制の整備を図り、医療の充実に努めます。
	健康増進課障害福祉室

	
	精神障害のある人が地域で安心して暮らすことができるよう、精神医療におけるアウトリーチ手法の導入等による支援体制の整備に努めます。
	健康増進課障害福祉室

	精神障害のある人の社会復帰対策の推進
	医療機関や保健所、相談支援事業所・地域包括支援センター、地域の民生委員・児童委員＊等との連携を図りながら、さまざまな場面における相談体制の構築に努めます。
	障害福祉室

	
	地域相談支援事業などの地域生活を支援する事業を活用し、精神障害のある人の社会的入院の解消と円滑な地域移行を図ります。
	障害福祉室

	
	精神障害のある人の社会復帰を促進するため、障害者就業・生活支援センターと連携し、就労に向けた取り組みを支援します。
	障害福祉室

	心の健康づくりの
推進
	心の健康づくりの推進のため、ライフステージ＊に応じ、だれもが気軽に相談できる体制の構築に努めます。
	健康増進課障害福祉室

	
	思春期、青年期に見られるひきこもり状態にある人に対し、本人やその家族への相談支援を実施するとともに、社会参加を促進する取り組みを推進します。
	健康増進課

	
	自殺対策を推進するため、相談窓口の整備と周知をはじめ、啓発活動の推進、関係者連絡会議の開催など、自殺対策の総合的な支援対策を強化します。
	障害福祉室


３　保育・教育

（１）現状と課題

①保育・学校教育の充実

田辺市では、障害のある子供が地域で適切な保育を受けることができるよう、障害児保育を実施してきました。また、学童保育所においても可能な限り障害のある子供の受け入れを行っています。障害のある子供のデイサービスについては、平成24年4月から児童発達支援、放課後等デイサービスに再編され、現在、田辺市内では社会福祉法人が事業所を４箇所運営しています。

障害のある子供への教育については、介助・支援を要する児童・生徒を対象に特別支援教育＊支援員を配置するとともに、通級指導教室を言語障害のある児童を対象として１箇所、学習障害(ＬＤ)等を対象として２箇所開設しています。

今後も、身近な地域で専門的な療育や一人ひとりの障害の状況に応じた保育・教育が受けられる体制づくりに取り組む必要があります。

また、こうした保育・教育の体制の整備を進める上で、そこに携わる保育士・教職員等の専門的知識の習得や技能の向上、園舎や校舎等の施設整備等、保育・教育環境の整備が求められています。そのため、保育士・教職員等の研修機会を確保し、障害への正しい認識と理解を深め資質の向上に努めるとともに、障害のある子供が利用しやすい施設への整備を図る必要があります。

②進路の確立

障害者自立支援法に規定する自立訓練事業や就労支援事業を活用し、学校卒業後の進路の確立に取り組んでいますが、依然としてきわめて厳しい状況に変化はありません。卒業後の進路の開拓と、一人ひとりの希望を尊重した作業所や事業所等への現場実習、安定就労のための就職後の職場訪問等、特別支援学校＊、障害者就業・生活支援センター、相談支援事業所及びサービス提供事業所等と連携を図りながら、きめ細かな対応を続けていくことが必要です。

【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①保育・学校教育の充実

障害のある子供の保育・学校教育の充実に向け、身近な地域で専門的な療育や一人ひとりの障害の状況に応じた保育・教育が受けられる体制づくりを進めます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	保育の充実
	保護者・主治医・児童福祉施設等との連携を図りながら、障害のある子供の障害種別や程度に配慮した障害児保育の充実に取り組みます。
	子育て推進課

	
	学童保育所において、対応が可能な障害のある子供の受け入れを実施します。
	子育て推進課

	学校教育の充実
	障害児教育への早期対応が可能なよう、保護者を対象とした教育相談や相談体制の整備を図り、家庭での教育の充実に努めます。
	学校教育課

	
	家庭訪問や学校見学の実施、就学指導委員会の開催により適正な就学指導を行います。
	学校教育課

	
	障害のある子供がその教育的ニーズ＊に応じ、適切な教育が受けられるよう、特別支援教育＊の充実に努めます。
	学校教育課

	
	特別支援学校＊との連携を図りながら、個別の支援を推進します。
	学校教育課

	保育・教育環境の向上
	障害のある子供や発達障害＊のある子供に対応できるよう、各種研修等を実施し、保育士・教職員の意識や資質の向上に努めます。
	子育て推進課
学校教育課

	
	個々の児童・生徒の障害に応じた指導内容や方法、教材の工夫改善に努めます。
	子育て推進課
学校教育課

	
	障害のある子供が利用者しやすい園舎や校舎、施設等の整備に努めます。
	子育て推進課
学校教育課


②進路の確立

学校卒業後の進路について、特別支援学校、障害者就業・生活支援センター、相談支援事業所及びサービス提供事業所等と連携を図りながらきめ細かな対応を図ります。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	進路の確立
	児童生徒やその保護者、一人ひとりの希望を尊重し、進路指導を行うとともに、作業所、事業所等での現場実習を行い、就労の定着に努めます。
	障害福祉室

	
	進路開拓のための事業所見学や、就職後の職場訪問等、一貫した就労支援体制を構築します。
	障害福祉室


４　雇用・就労の促進

（１）現状と課題

①雇用の促進

障害のある人が地域で自立した生活を送るためには、経済的基盤を形成する就労は非常に重要なものです。また、就労は単に自立生活の手段を得るためのものではなく、社会参加、社会貢献、さらには生きがいの創出につながります。そのため、障害のある人の雇用の促進については、障害のある人それぞれの意思や能力等に応じた仕事が選択できるよう支援する必要があります。

こうした支援を行うためには、企業、学校、施設、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、指定地域・計画相談支援事業者等、関係機関との連携・協力による体制の整備が必要です。また、就職後の支援や離職後の再訓練等、障害のある人一人ひとりの状況に合わせた支援が行えるよう、一貫した支援体制の整備が求められます。

障害者の法定雇用率＊が、平成25年４月１日から民間企業が1.8％から2.0％、国・地方公共団体等が2.1％から2.3％、都道府県等の教育委員会が2.0％から2.2％に引き上げられるとともに、対象となる事業所の従業員数が56人から50人に引き下げられることになっています。田辺公共職業安定所管内の平成24年６月１日現在における民間企業の障害のある人の実雇用率は2.08％、事業所の雇用達成率は77.2％となっていますが、法定雇用率の達成、障害のある人の一般事業所への雇用促進のため、田辺公共職業安定所と連携を図りながら、一般事業所の理解を得る取り組みが必要となっています。

②福祉的就労＊の場の拡大と一般就労への移行促進

一般就労が困難な障害のある人や一般就労に向けた作業訓練・職業訓練を受ける障害のある人にとって、福祉的就労の場は、自立と社会参加への促進の一歩となる大きな役割を持っています。

田辺市及びその周辺の自治体には多くの福祉的就労の場である就労移行支援事業＊、就労継続支援事業＊Ａ型（事業）及び就労継続支援事業Ｂ型（事業）を運営する事業所がありますが、それぞれの役割に合わせて適切な利用が図られるよう、利用者の特性や希望を尊重しながら、各事業所や相談支援事業者と連携を図る必要があります。

また、障害福祉計画において目標値を設定している施設入所者や入院中の精神障害＊のある人の地域生活への移行＊を確実に進めるためには、居住の確保だけでなく就労の場の確保も大きな課題となります。障害福祉計画の目標値の達成に向けて、関係機関と連携を図り、福祉的就労の場の充実に取り組む必要があります。

【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①雇用の促進

障害のある人の就労の促進に向け、関係機関との連携・協力体制のもと、障害のある人一人ひとりの状況に合わせた支援に取り組みます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	雇用促進のための啓発の推進
	公共職業安定所等との連携を図り、雇用助成金制度等の周知や障害者雇用についての意識啓発に努めます。
	商工振興課

障害福祉室

	
	「田辺市雇用促進奨励金交付制度」の利用促進を図ります。
	商工振興課

	就労の促進
	公共職業安定所等との連携を図り、求人・求職の状況を把握し、広く情報を提供することにより、就労の促進を図ります。
	障害福祉室

	
	障害の種別等に配慮しながら、障害者就業・生活支援センターや就労移行支援事業＊所等に配置されているジョブコーチ＊と連携し就労支援を図ります。
	障害福祉室

	地方公共団体における障害者雇用の促進
	市役所や市関連機関における障害者雇用の促進に努めます。
	総務課

	
	障害のある人の職業訓練の場づくりとして、市役所や市関連施設での受け入れに努めます。
	総務課


②福祉的就労＊の場の拡大と一般就労への移行促進
各サービス提供事業所や相談支援事業所と連携を図り、福祉的就労の拡大と事業所から一般就労への移行促進に努めます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	福祉的就労の場の
拡大
	就労移行支援事業＊所、就労継続支援事業＊所等の就労に関係する事業所等からの物品等の調達及び役務の提供を受ける契約の推進を図ります。
	契約課

管理課

廃棄物処理課

障害福祉室

	
	就労移行支援事業所、就労継続支援事業所等の就労に関係する事業所に通所する障害のある人の交通費等の助成を行い、その経済的負担の軽減を図り、就労の促進を図ります。
	障害福祉室

	
	就労移行支援事業、就労継続支援事業等の就労に関係する事業の充実のため、関係施設の整備については、国・県や公共的団体の補助制度を活用し、一定の基準を設け支援を行います。
	障害福祉室

	一般就労への移行の促進
	企業、障害者就業・生活支援センター、公共職業安定所、相談支援事業所等の関係機関と連携し、障害者委託訓練事業、障害者試行雇用（トライアル雇用）事業、職場適用援助者（ジョブコーチ＊）等の活用により、障害のある人の一般就労への移行促進に取り組みます。
	障害福祉室


５　生活支援(福祉)サービスの充実

（１）現状と課題

①生活安定のための施策の充実

障害者自立支援法施行後の経過措置が平成24年３月31日に終了し、すべての障害福祉サービスが新体系へ移行することになりました。田辺市においても、旧入所施設及び授産施設が６年間の経過措置期間中にすべて新体系に移行するとともに、その間に複数のＮＰＯ＊法人が就労継続支援事業＊所の運営を開始しています。また、居宅介護では、介護保険で訪問介護サービスを提供する事業所が県の事業所指定を受けるとともに、共同生活援助・共同生活介護では、既存の社会福祉法人が運営する事業所も増え、障害者自立支援法施行前と比較して、サービス提供基盤の整備も進んできました。しかし一方では、障害者自立支援法の施行後、障害福祉サービスが利用できる障害の範囲が、身体障害＊、知的障害＊及び精神障害＊のほかに、発達障害＊、高次脳機能障害＊が加わり、平成25年４月１日には新たに「難病＊患者等」も含まれることになっています。引き続き増加する利用希望者へのサービス提供が可能となるサービスの量の確保と多様化する障害の特性に合わせたサービスの質の確保の両方が求められています。

地域生活支援事業＊は、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的・効果的に実施するものであると規定されています。田辺市でも、その趣旨をふまえ、コミュニケーション支援事業として重度の視覚障害のある人への代読・代筆奉仕員の派遣、生活訓練事業として入院中の障害のある人への在宅サービスの体験利用の制度を創設し、地域に住む障害のある人の支援を行ってきました。今後も、多様な地域のニーズ＊を把握するなかで、効率的・効果的な事業実施に取り組む必要があります。

また、障害福祉サービスの利用だけではなく、所得保障や医療制度等の制度の充実も、生活安定には欠かせません。障害のある人の地域生活を安定したものとするため、さまざまな機会を活用して、各種制度の充実に取り組む必要があります。

②総合的な自立支援システムの構築

障害のある人の地域生活を安定したものとするためには、相談体制の整備と権利擁護＊の推進が大切になります。田辺市では、平成20年４月から田辺市障害児者相談支援センター「ゆめふる」を設置し、委託先となっている社会福祉法人の相談支援専門員＊が常駐し相談にあたっています。平成24年４月からは、この「ゆめふる」を基幹相談支援センター＊として位置づけし、日常の相談支援のほか、地域における相談支援の中核的な役割を担うための、総合的な相談支援や、地域の相談支援事業者に対する専門的な指導、助言、人材育成の支援に取り組んでいます。また、平成24年４月の制度改正では、従来の相談支援事業所が一般相談支援事業所、特定相談事業所及び障害児相談支援事業所に分かれ、それぞれの相談支援事業所が地域移行・地域定着支援＊、計画相談支援及び障害児相談支援のサービスをそれぞれ提供できることになりました。このことにより、利用者の多様なニーズに迅速に対応するため、これらの相談支援事業所と基幹相談支援センター＊との連携が求められています。

一方、権利擁護＊の推進は、判断能力が十分でない知的障害＊のある人や精神障害＊のある人が安心した地域生活を送るために必要なものであるため、必要な方が円滑に利用できるよう、福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護事業）及び成年後見制度＊等の周知が求められています。

さらに、障害のある人の虐待防止については、平成24年10月１日に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行され、障害のある人に対する虐待の通報・届出窓口となり、被虐待者の保護や虐待防止の広報・啓発等に取り組む「障害者虐待防止センター＊」の機能を持つ部署の設置が市町村に義務づけられました。田辺市では、障害福祉室を「障害者虐待防止センター」として位置づけていますが、虐待に対する迅速な対応が図れる体制づくりが求められています。
　西牟婁圏域自立支援協議会は、平成19年９月に、西牟婁福祉圏域（田辺市、みなべ町、白浜町、上富田町、すさみ町）を範囲として設置されました。圏域内の市町の障害保健福祉担当者と教育委員会、各市町社会福祉協議会、相談支援事業者、医療関係者、就労関係者等の28事業所・機関の担当者が協議会委員となり、年２回の全体会議、年数回の定例会議、月２回の事務局会議を開催し、これまで発達障害＊部会、障害者就労支援部会（一般就労・福祉的就労＊）、地域移行支援＊部会（精神・施設）の専門部会を設置し、圏域内のネットワークの構築、困難事例等の課題に対する協議・調整等に取り組んでいます。

社会構造の変化やニーズ＊の多様化・複雑化などにより、公的なサービスを組み合わせた支援だけでは、十分に効果の表れないケースが増加しています。また、福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した障害のある人の社会復帰に向けた支援も増加しています。このような支援については、法律や制度の整備を求める取り組みとともに、自立支援協議会における関係者の連携による新たな地域資源の開発も含めた総合的な自立支援のシステムを、つくり上げていくことが求められています。
【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①生活安定のための施策の充実

障害福祉サービスをはじめとする各種サービスについて、適切なサービス提供ができるよう、その整備に努めます。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	年金・手当等の充実と制度の周知
	障害基礎年金や特別障害者手当等の各種年金、手当等の制度の充実について、国、県に要望します。
	市民課
障害福祉室

	
	「広報田辺」、ホームページや制度案内のパンフレットの配布等を通じ、各種年金、手当等の周知の徹底を図り、制度の活用を促進します。
	市民課

障害福祉室

	
	障害のある人に対する医療費自己負担の助成、(軽)自動車税の減免、各種運賃、料金割引等の周知を図ります。
	税務課
障害福祉室

	自立支援給付の円滑な推進
	障害福祉計画に設定する自立支援給付の各サービスの見込量の達成に向けた整備に努めます。
	障害福祉室

	
	地域相談支援や計画相談支援等を活用しながら、対象者に適切な自立支援給付の各サービス提供を図ることができるよう取り組みます。
	障害福祉室

	
	関係施設の整備について、国・県や公共的団体の補助制度を活用し、一定の基準を設け支援を行います。
	障害福祉室

	地域生活支援事業＊の円滑な推進
	地域生活支援事業の実施にあたっては、国の要綱に基づきながら、地域の特性や利用者の状況をふまえ、柔軟な事業形態を選択し、効率的・効果的に実施します。
	障害福祉室

	関連制度の活用促進
	補装具＊等その他の制度については、障害のある人の障害の状況等に合わせ、適切に利用ができるよう周知・支援をします。
	障害福祉室


②総合的な自立支援システムの構築

総合的な自立支援システムの構築のため、基幹相談支援センター＊の運営強化、一般・特定相談支援事業者の育成、障害のある人の権利擁護＊・虐待の防止及び西牟婁圏域自立支援協議会の運営強化に取り組みます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	基幹相談支援センターの運営強化
	基幹相談支援センターである田辺市障害児者相談支援センター「ゆめふる」の体制整備を図ります。
	障害福祉室

	一般・特定相談支援事業者の育成
	障害のある人の地域生活を安定したものとするため、地域相談支援、計画相談支援及び障害児相談支援を提供する一般・特定相談支援事業者の育成に努めます。
	障害福祉室

	権利擁護・虐待防止対策の推進
	障害のある人の権利擁護のため、「福祉サービス利用援助事業」や「成年後見制度＊」の周知を図り、親族等による申立てが期待できない場合においては、「成年後見制度」の市長申立ての活用を図ります。
	障害福祉室

	
	障害のある人への虐待防止の広報・啓発の取り組みや虐待ケースの早期対応について、関係機関と連携しながら取り組みます。
	障害福祉室

	自立支援協議会の運営強化
	西牟婁圏域自立支援協議会の運営について、圏域内の自治体、サービス提供事業者等と連携を図りながら活性化を図ります。
	障害福祉室

	
	西牟婁圏域自立支援協議会での具体的なケース対応に取り組むなかで、新たに必要となる地域資源の開発に取り組みます。
	障害福祉室


６　福祉のまちづくり(生活環境づくり)の推進

（１）現状と課題

①住宅・生活環境の整備促進

障害のある人が地域のなかで自立した生活を送り、社会のあらゆる分野に積極的に参加していくためには、建築物、道路、交通等におけるさまざまなバリアを取り除き、すべての市民にとって安心・安全かつ生活に支障のない環境を整備することが大切です。

そのため、田辺市では、平成20年３月に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」や「移動等円滑化の促進に関する基本方針」に基づき「田辺市バリアフリー＊基本構想」を策定し、ＪＲ紀伊田辺駅、田辺市役所本庁舎、田辺市民総合センター、紀南文化会館などの施設を含む直径１ｋｍの範囲を重点整備地区に設定し、各施設及び各施設を結ぶ道路が高齢者や障害のある人等が移動しやすくなるようまちづくりに取り組んできました。
今後も、誰もが利用しやすいように配慮するユニバーサルデザイン＊の考え方のもと、この基本構想を推進し、福祉のまちづくりを進める必要があります。

また、障害のある人や高齢者に配慮した住宅整備の促進や障害の種別に配慮した情報提供を充実させる情報バリアフリーの取り組みも重要となっています。

②交通・移動対策の推進

障害のある人が自立し、社会に参加していくためには、交通・移動対策の推進も大切です。

そのため、田辺市では「田辺市バリアフリー基本構想」に基づき、ＪＲ紀伊田辺駅構内のエレベーターや障害者用便所の設置、重点整備地区内の道路の信号の整備等に取り組んできました。

今後も、基本構想で位置づけられた重点整備地区内の道路等のバリアフリーをはじめ、市全域のガードレール、カーブミラー、道路照明などの交通安全施設の整備等、交通・移動対策の推進が求められています。
③防災・防犯対策の推進

多くの障害のある人にとって緊急時の連絡や災害時の避難は困難な場合があります。そのため、地域で安心して生活できるよう地域住民をはじめ、さまざまな機関・団体との協働による、避難誘導や避難所での生活支援等、防災ネットワークの確立が求められます。特に、平成23年３月の東日本大震災や同年９月の台風12号を経験し、防災対策の重要性は益々大きくなっています。
田辺市では、災害対策基本法に基づき防災のために処理すべき業務などを具体的に定めた地域防災計画を策定し、その計画の中で障害のある人などの災害時要援護者への対策も定めています。そこで定められた災害時要援護者への支援をより適切かつ円滑に実施するため、「田辺市災害時要援護者避難支援プラン＊」を作成しています。このプランは、その対象者の範囲、関係機関の役割分担、要援護者名簿の提供先、管理などの考え方を示した全体計画と要援護者一人ひとりの支援に必要な情報を記載した個別計画である「田辺市災害時要援護者名簿」で構成されています。この要援護者名簿は、本人の了解のもと民生委員・児童委員＊の協力を得て作成し、地域での防災体制や災害時の支援体制づくりに役立てるため、平成21年３月から毎年、自治会等へ配布しています。また、障害のある人などの要援護者や支援者の参考となるよう、「田辺市災害時要援護者支援の手引き」を平成22年9月に作成し、市ホームページに掲載をしています。今後も、行政と自治会や地域の自主防災組織と連携を図りながら、地域ぐるみによる支援体制の構築を推進する必要があります。

また、近年、「振り込め詐欺」などの被害が全国的に広がりを見せるなか、障害のある人が被害者となるケースも見受けられます。消費者被害防止のための情報提供をはじめ、地域における防犯活動を推進する必要があります。

④障害のある人にやさしい観光地づくりの推進

田辺市内には世界遺産である熊野古道や龍神、本宮等の温泉観光地があることから、障害のある人も安全に安心して観光を楽しむことができるよう、観光地のバリアフリー＊、ユニバーサルデザイン＊化が求められています。
【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①住宅・生活環境の整備促進

障害の程度にかかわらず可能な限りすべての人が利用しやすいように配慮するユニバーサルデザイン＊の考え方のもと、住宅・生活環境の整備促進、情報バリアフリー＊に努めます。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	やさしいまちづくりの推進
	「田辺市開発事業の指導要綱」や「田辺市開発指導要綱に関する技術的整備基準」等に基づき、誰もが暮らしやすい良好な生活環境の確保に努めます。
	計画課

土木課

都市整備課

	
	「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」「和歌山県福祉のまちづくり条例」等の趣旨に基づき、公共施設や民間建築物等について、誰にでもやさしい建築を推進します。
	計画課

土木課

都市整備課

	
	物理的なバリアフリーだけでなく、心のバリアフリーの浸透にも努めます。
	障害福祉室

	障害のある人・高齢者に配慮した住宅・生活環境の整備
	公共施設へのスロープや障害者用便所、手すりの設置、歩道の段差解消、点字ブロックの敷設等の実施を継続し、快適な生活環境づくりに努めます。
	計画課

管理課

土木課

都市整備課

	
	障害のある人・高齢者に配慮した住宅の整備促進のため、費用の貸付制度や補助制度の周知に努めます。
	管理課

障害福祉室

	
	市営住宅の新設や建替え時に障害のある人や高齢者に配慮した整備を推進するとともに、空室入居募集の抽選時での障害のある人などへの優遇措置（抽選番号を２つ付与）等障害のある人や高齢者に配慮した市営住宅の運営に努めます。
	管理課

	情報バリアフリーの推進
	障害のある人に配慮した情報提供を行うため、「広報田辺」から内容を抜粋した「声の広報」「広報田辺点字版」を対象者に配付するとともに、市立図書館等への備え付けを行います。
	企画広報課

	
	市から発送する市民あての文書については、封筒へ点字シールを貼付するなど、可能な範囲で障害に配慮した文書の作成を行います。
	障害福祉室

	
	障害のある人の情報バリアフリーを推進する事業の整備に努めます。
	障害福祉室


②交通・移動対策の推進

障害のある人が自立し社会参加を促進するために、田辺市バリアフリー＊基本構想の推進と交通安全施設の整備、移動支援＊の推進を図ります。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	交通関連施設・道路等の整備
	田辺市バリアフリー基本構想に位置づけられている各事業の推進を図ります。
	土木課

都市整備課

	
	電車やバス等の交通機関について、障害のある人や高齢者が安心して利用できるよう、施設や設備の整備を働きかけます。
	障害福祉室

	
	歩行者等の安全を確保するため、ガードレールやカーブミラー、道路照明等、設備の整備に努めます。
	土木課

	
	歩行者や車椅子等での移動を妨げることや点字ブロック等を隠してしまうことがないよう、自転車等の歩道への迷惑駐輪防止の啓発に努めます。
	自治振興課

障害福祉室

	
	移動が困難な障害のある人に対する移動支援事業の推進を図ります。
	障害福祉室


③防災・防犯対策の推進

地域防災計画をはじめとする各種防災関係の計画の推進を図り、災害時要援護者に対する地域ぐるみの支援体制づくりを推進するとともに、障害のある人の消費者被害防止、地域における防犯活動の推進に取り組みます。

	施策名
	施策の内容
	担当課

	防災・防犯対策の推進
	地域住民による自主防災・防犯組織の形成や協力体制の確立、市民、消防署、警察署等による防災・防犯ネットワークの確立に努めます。
	防災対策課
自治振興課

福祉課
消防本部

	
	防災訓練等による避難訓練では、障害のある人、高齢者、幼児、病弱者等の災害時要援護者の保護に配慮した訓練計画を実施します。
	防災対策課
消防本部

	
	緊急通報システムや聴覚障害のある人への緊急用ファクシミリ、メール119等の通信体制の充実に努めます。
	障害福祉室

消防本部

	
	障害のある人の消費者被害を防止するため、啓発活動及び情報提供に努めます。
	自治振興課

障害福祉室


④障害のある人にやさしい観光地づくりの推進

観光地における施設等のバリアフリー＊化を促進し、障害のある人が訪れやすい観光地の形成をめざします。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	観光地におけるバリアフリーの促進


	観光地における施設・設備のバリアフリー化を促進します。
	観光振興課

	
	障害のある人に配慮した観光案内看板の設置、地図・パンフレット等の作成、観光施策等の情報提供に努めます。
	観光振興課

	
	手話のできる観光ボランティア＊の育成等、観光地において障害のある人をサポートする人材の確保に努めます。
	観光振興課

障害福祉室

	
	各種観光施設や観光案内所等と保健・医療・福祉の窓口との連携を図るなど、緊急時の対応が可能となる体制の整備に努めます。
	観光振興課

健康増進課障害福祉室


７　スポーツ・レクリエーション

（1） 現状と課題

①スポーツ・レクリエーション等への参加促進

障害のある人のスポーツ・レクリエーションは、リハビリテーション＊にも大きく活用されています。また、障害のある人のスポーツ・レクリエーションは、機能回復や健康増進を図り生きがいを創出するだけでなく、地域の人々と一緒に参加する場合には、相互理解を深めることにもつながります。そのため、スポーツ・レクリエーション活動の振興に積極的に取り組む必要があります。

　和歌山県では、平成27年９月26日(土)から10月６日(火)までの日程で第70回国民体育大会・紀の国わかやま国体が、同年10月24日(土)から26日(月)までの日程で第15回全国障害者スポーツ大会・紀の国わかやま大会が開催される予定となっています。田辺市でも、紀の国わかやま国体では、正式競技としてサッカー、ボクシング、軟式野球及び弓道、デモンストレーションスポーツとして合氣道、インディアカ及びキンボールスポーツの開催が予定されています。また、紀の国わかやま大会では、バスケットボール(知的障害＊)及びバレーボール(精神障害＊)の開催が予定されています。これらの大会を成功に導くとともに、全国から障害のある人が集い、競い合う大会を機会に、地域の中で気軽にスポーツ・レクリエーション活動に親しむことのできる環境づくりに取り組むことが必要です。

　

【関係団体・事業所ヒアリングにおけるご意見】


（2）施策の方向

①スポーツ・レクリエーション等への参加促進

紀の国わかやま国体と紀の国わかやま大会の成功とこの大会を機会に、地域の中で気軽にスポーツ・レクリエーション活動に親しむことのできる環境づくりに取り組みます。
	施策名
	施策の内容
	担当課

	スポーツ・レクリエーション等への参加促進
	ボランティア＊やＮＰＯ＊、市民団体等と協力・連携し、障害のある人と地域の人々がともに参加できるスポーツ・レクリエーションの機会をつくります。
	スポーツ振興課

障害福祉室

	
	障害のある人がスポーツ・レクリエーション等に親しむ機会を増やすため、ニュースポーツ・レクリエーションの普及と指導員等の人材育成を図ります。
	スポーツ振興課
障害福祉室

	
	社会体育施設等について、障害のある人の利用に配慮した整備や使用料の減免を行います。
	スポーツ振興課



資　料　編
１　用語解説

	用　語
	解　　　説

	移動支援
	屋外での移動が困難な障害のある人に、自立した日常生活や社会生活、社会参加のために、ヘルパーによる外出支援を行う。

(掲載ページ：Ｐ51)

	インクルージョン
	「包み込む」という意味で、「包容」「包摂」「包含」などと訳されている。1980年代以降、アメリカの障害児教育で注目された考え方で、一人ひとりの児童の個別的なニーズに対し、集団から排除せず、教育の場で包み込むような援助を保障することを示している。

(掲載ページ：Ｐ26,28)

	インフォーマルサービス
	障害福祉サービスや介護保険のサービスなど公的福祉サービス以外でボランティアなど住民参加による家事援助・配食サービス・ガイドヘルプサービスなどをいう。

(掲載ページ：Ｐ29)

	ＮＰＯ
	Non Profit Organizationの略で、民間非営利団体と訳される。日本においては、市民が自主的に組織し運営する、営利を目的としない市民活動団体という意味で用いられる場合が多い。1998（平成10）年12月に施行された「特定非営利活動促進法（通称：ＮＰＯ法）」により法人格を取得した団体を特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）という。

(掲載ページ：Ｐ29,31,33,44,54)



	用　語
	解　　　説

	基幹相談支援
センター
	地域における障害のある人、障害のある子供及び家族等を対象とした相談支援の拠点として、相談機能、権利擁護・虐待防止、地域移行・地域定着の役割を担う機関。障害者自立支援法の改正により、平成24年４月から、市町村に設置できることとなった。

田辺市では、田辺市障害児・者相談支援センター「ゆめふる」を基幹相談支援センターとして、位置づけをしている。
(掲載ページ：Ｐ27,44,45,47)


	用　語
	解　　　説

	権利擁護
	自己の権利を表明することが困難な寝たきりの高齢者や、認知症の高齢者、障害のある人の権利擁護やニーズ表明を支援し代弁すること。

(掲載ページ：Ｐ44,45,47)

	高次脳機能障害
	交通事故や脳血管疾患等による外傷性脳障害や脳血管障害などで脳に障害を負うことで、記憶障害、注意障害、遂行機能障害、半側空間無視、病識欠落といった具体的症状がある。先天性疾患、周産期における脳損傷、発達障害、進行性の変性疾患によるものは除外される。

(掲載ページ：Ｐ4,44)



	用　語
	解　　　説

	就労移行支援事業
	一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。

(掲載ページ：Ｐ41,42,43)

	就労継続支援事業
	一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。Ａ型（雇用型）とＢ型（非雇用型）がある。

(掲載ページ：Ｐ41,43,44)

	障害者基本法
	障害者施策の基本的理念と国、地方公共団体等の責務、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本事項を定め、その施策を総合的かつ計画的に推進することにより障害者の福祉を増進することを目的として制定された法律。平成23年８月の改正により、障害のある人の定義が見直され、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とされた。

※社会的障壁

　障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの。

(掲載ページ：Ｐ2,3,4,27)


	用　語
	解　　　説

	障害者虐待防止
センター
	平成24年10月に施行された「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に規定され、法律では、市町村に対して、障害者の福祉に関する事務を所掌する部局又は当該市町村が設置する施設において、市町村障害者虐待防止センターとしての機能を果たすように位置づけがなされた。

障害者虐待防止センターの業務は、障害のある人に対する虐待の通報・届出の受理、虐待の防止、被虐待者の保護、障害のある人やその養護者に対しての相談、指導及び助言、虐待防止等の啓発活動等となっている。

田辺市では障害福祉室を障害者虐待防止センターとして位置づけている。
(掲載ページ：Ｐ45)

	障害者権利条約
	平成18年12月13日の第61回国連総会において採択され、平成20年5月3日に発効し、平成24年12月20日現在の批准国は127カ国となっている。日本は平成19年9月28日に国連本部で署名をしたが、まだ批准に至っていない。現在は、批准のための国内法等の整備に取りかかっている。平成23年8月に公布された「改正障害者基本法」や協議されている「障害者差別禁止法」などは、条約を批准するための整備の一環。

条約は、障害のある人の人権及び尊厳を保護・促進するための包括的・総合的国際条約であり、前文と本文50条からなっている。社会のあらゆる分野において、障害を理由とする差別を禁止し、障害のある人に他者との均等な権利を保障することを義務づけし、「合理的配慮の否定」は差別であることを明示した点、条約の履行を確保するため国内に独立したモニタリング機関の設置を盛り込んだのが特徴となっている。

※合理的配慮の否定

　障害のある人が均等な機会を享受できるようにするための周辺環境の修正・調整であって、過度の負担を課さないものを意味する。具体的には、車いす利用者が就労できるように、職場へのスロープ等を設置することなどが含まれると考えられるが、その内容については、各国が柔軟に設計できる。

(掲載ページ：Ｐ2)


	用　語
	解　　　説

	障害者週間
	従来、国際障害者年を記念し、障害者問題について国民の理解と認識をさらに深め、障害者福祉の増進を図るため12月９日を「障害者の日」として定めていたが、平成16年の「障害者基本法」改正により毎年12月３日から９日までの１週間が「障害者週間」と定められた。

(掲載ページ：Ｐ32)

	障害者総合支援法
	「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律（平成24年法律第51号）」によって「障害者自立支援法」が改正され、法律名が「障害者自立支援法」から「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（通称、「障害者総合支援法」）に改題された。
(掲載ページ：Ｐ2)

	ジョブコーチ
	障害のある人が一般の職場で働くことを実現するため、出来ることと出来ないことを事業所に伝達するなど、障害のある人と企業の双方を支援する就労支援の専門職。資格は特にないが、高齢・障害・求職者雇用支援機構が行う研修や厚生労働大臣が指定するＮＰＯ法人等の外部機関が実施する研修を受ける必要がある。
(掲載ページ：Ｐ42,43)

	自立支援医療
	更生医療、育成医療、精神通院医療のように障害の種類や年齢により決められていた公費負担医療制度を一本化したもの。

(掲載ページ：Ｐ37)

	身体障害
	身体障害者福祉法では、この法律の別表に掲げる身体上の障害があり、永続すると認められる18歳以上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳を受けた者を身体障害者という。①視覚障害、②聴覚又は平衡機能の障害、③音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害、④肢体不自由、⑤心臓、じん臓又は呼吸器の障害その他政令で定める障害（ぼうこう、直腸、小腸、肝臓、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能の障害）がある。18歳未満の児童については、身体障害者手帳の交付はされるが、児童福祉法の適用を受ける。

(掲載ページ：Ｐ4,7,9,11,34,44)


	用　語
	解　　　説

	成年後見制度
	認知症や知的障害、精神障害があり、判断能力が十分でない人の財産管理や身上監護を、代理権・同意権・取消権が付与された成年後見人等が行う制度。本人があらかじめ契約をして後見人を依頼しておく任意後見と、家庭裁判所が後見人等を選任する法定後見がある。法定後見は、本人の判断能力に応じて補助、保佐、後見の３類型がある。

また、親族等の申立てが期待できない場合や特に必要と認められる場合には、親族等に代わって市町村長が申立てを行うことができる。

(掲載ページ：Ｐ45,47)

	精神障害
	統合失調症、躁うつ病、うつ病、器質性精神障害(てんかん等)、中毒性精神障害等、精神の病気のために社会生活のしづらさがある状態をいう。精神障害のある人が所持することのできる手帳に精神障害者保健福祉手帳がある。

(掲載ページ：Ｐ4,8,9,11,35,37,38,41,44,45,53)

	相談支援専門員
	指定地域相談支援、指定計画相談支援、指定障害児相談支援の提供に当たる相談支援従事者。

(掲載ページ：Ｐ44)



	用　語
	解　　　説

	田辺市災害時
要援護者避難支援
プラン
	災害時要援護者への支援をより適切かつ円滑に実施するため、国の｢災害時要援護者の避難支援ガイドライン｣及び和歌山県の｢和歌山県災害時要援護者支援マニュアル」等を踏まえ、要援護者に対する情報伝達体制や避難支援体制の整備について基本的な考え方や進め方を明らかにして、地域の安心・安全体制の強化を図ることを目的として作成されている。

この支援プランは、田辺市の要援護者支援に関する対象者、関係機関の役割分担、要援護者名簿の提供先、管理などを示した「全体計画」と要援護者1人ひとりの支援に必要な情報を記載した個別計画である「田辺市災害時要援護者名簿」で構成されている。

(掲載ページ：Ｐ48)


	用　語
	解　　　説

	地域移行支援
	障害者支援施設に入所している障害者または精神科病院に入院している精神障害者につき、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の必要な支援を行う。

(掲載ページ：Ｐ45)

	地域生活への移行
	入所施設で生活する障害のある人や、治療の必要が乏しいにも関わらず病院に長期入院している障害のある人が、自らの意思で、暮らしたいと望む地域に生活の場を移し、地域社会の一員として自分らしい暮らしを実現すること。

(掲載ページ：Ｐ2,27,30,35,41)

	地域生活支援事業
	障害のある人が、自立した生活や社会生活を営むことができるよう、また、効率的・効果的に障害のある人の福祉の増進を図り、国民が相互に人格を尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的に、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態により実施する事業。

(掲載ページ：Ｐ15,44,46)

	地域定着支援
	居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行う。

(掲載ページ：Ｐ35,44)

	知的障害
	知的機能障害が発達期(おおむね18歳まで)にあらわれ、日常生活に支障が生じているため、何らかの特別の援助を必要としている状態をいう。知的障害のある人が所持することのできる手帳に療育手帳がある。

(掲載ページ：Ｐ4,44,45,53)

	特別支援教育
	障害のある幼児、児童、生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援するという視点に立ち、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの。平成19年４月から、「特別支援教育」が「学校教育法」に位置づけられ、すべての学校において、障害のある幼児、児童、生徒の支援を充実していくこととなっている。

(掲載ページ：Ｐ39,40)


	用　語
	解　　　説

	特別支援学校
	旧「盲・ろう・養護学校」のことで、平成19年度の特別支援教育の本格実施に伴い、一般的に「特別支援学校」と称されている。障害のある人等が、幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準じた教育を受けることや、学習上又は生活上の困難を克服し自立が図られることを目的とした学校。

(掲載ページ：Ｐ10,28,39,40)



	用　語
	解　　　説

	ニーズ
	一般的には、生存や幸福、充足を求める身体的・精神的・経済的・文化的・社会的な要求という意味で、欲求、必要、要求などと訳される。社会福祉の領域においては、社会生活を営むのに必要な基本的要件の充足ができていない場合に発生する。

(掲載ページ：Ｐ2,29,34,40,44,45)

	難病
	厚生労働省が指定した特定疾患の通称。同省の「難病対策要綱」では,①原因不明,治療方法未確立で，かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾病。②経過が慢性にわたり，単に経済的問題のみならず介護等に著しく人手を要するために家庭の負担が重くまた精神的にも負担の大きい疾病としている。筋萎縮性側索硬化症（ALS）、潰瘍性大腸炎、網膜色素変性症、全身性エリテマトーデス、ベーチェット病、悪性関節リウマチ、パーキンソン病などが挙げられる。

(掲載ページ：Ｐ4,10,37,44)

	ノーマライ
ゼーション
	デンマークのバンク・ミケルセンが知的障害のある人の処遇に関して唱え、北欧から世界へ広まった障害者福祉の最も重要な理念。

障害のある人を特別視するのではなく、社会のなかで普通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、ともに生きる社会こそノーマルな社会であるという考え方。

現在では、その範囲が、障害のある人だけでなく、高齢者、子供、女性等すべての人にまで広がってきている。

(掲載ページ：Ｐ2,26,27,29)



	用　語
	解　　　説

	発達障害
	発達障害者支援法では、乳幼児期から幼児期にかけて発達の遅れや機能獲得の困難さが生じる心身の障害で通常、自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害、LD(学習障害)、ADHD(注意欠陥/多動性障害)その他これらに類する脳機能障害をいう。

自閉症は、社会性、コミュニケーション、想像力の３領域に障害が見られ、3歳ぐらいまでに症状が出始め、60～75％は知的障害を伴うと言われている。

アスペルガー症候群は、知的障害を伴わず、言葉の発達の遅れもないが、対人関係が不器用で、相手の感情を理解すること、人との適度な距離感を保つことやその場の状況に合った行動をうまくとることが苦手である。

LD(学習障害)は、全般的な知的発達に遅れがないのに、聞く、話す、書く、読む、計算又は推論する能力のうち、特定のものの習得や使用に極端に不得手な状態をいう。 

ADHD(注意欠陥/多動性障害)は、年齢や発達に不釣合いな注意力、衝動性、多動性を特徴とし、社会的な活動や学業に困難さを示し、7歳までに診断が可能と言われている。

(掲載ページ：Ｐ4,28,40,42,44,45)

	バリアフリー
	高齢者、障害のある人の生活の妨げとなるバリア（障壁）を改善し、両者が自由に活動できる生活空間のあり方。

(掲載ページ：Ｐ26,29,30,48,49,50,51,52)

	福祉教育
	学校の児童・生徒に限らず、地域の住民等の福祉の心を育てる教育。福祉問題に目を向けた学習を通して地域福祉への関心と理解を深め、福祉問題を解決する力を身につけることをねらいとしている。

(掲載ページ：Ｐ30,31,32,33)

	福祉的就労
	一般就労が困難な障害のある人が、各種の就労のための訓練施設や作業所で職業訓練等を受けながら作業を行うこと。

(掲載ページ：Ｐ18,28,30,41,43,45)

	法定雇用率
	「障害者の雇用の促進等に関する法律」に定められている官公庁や事業所が雇用すべく義務づけられた障害者雇用の割合。

(掲載ページ：Ｐ41)


	用　語
	解　　　説

	補装具
	身体機能を補完し、又は代替し、かつ長期間にわたり継続して使用されるもので、義肢、装具、車いす等の器具をいう。

(掲載ページ：Ｐ46)

	ボランティア
	一般的には報酬を目的とせず、自発的な意思に基づいて自分の労力等を他人や社会のために提供することを指す。 

(掲載ページ：Ｐ31,33,52,54)



	用　語
	解　　　説

	民生委員・児童委員
	「民生委員法」に基づいて市町村の区域に設置され、市町村議会議員の選挙権を有する者の中から適任と認められる者が、市町村・県の推薦により厚生労働大臣から委嘱される。

任期は３年で、職務は①地域住民の生活実態の把握、②援助を必要とする者への相談・助言、③社会福祉施設への連絡と協力、④行政機関への業務の協力などである。また、「児童福祉法」による児童委員も兼ねている。

(掲載ページ：Ｐ5,38,49)



	用　語
	解　　　説

	ユニバーサル

デザイン
	特定の年齢・性別・国籍・心身状態の人を対象とするのでなく、様々な違いを超えて考慮し、計画・設計することや、そのような状態にしたもの。

(掲載ページ：Ｐ28,29,48,49,50)



	用　語
	解　　　説

	ライフステージ
	人の一生を幼年期から老年期までのいくつかに区分した段階。障害者支援では、それぞれの段階において生じる生活問題に応じた福祉的援助のあり方が検討されている。

(掲載ページ：Ｐ26,29,34,38)

	リハビリテーション
	障害のある人が社会生活に復帰するための総合的な治療的訓練。身体的機能回復訓練、精神的、職業的な復帰訓練も含まれる。

(掲載ページ：Ｐ26,30,34,37,53)


２　田辺市第３期障害福祉計画(平成24年度～平成26年度)の目標値一覧表
１．入所施設の入所者の地域生活への移行の目標値
	項　　目
	数値
	考え方

	平成17年10月１日時点の入所者数（A）
	155人
	○平成17年10月１日時点の利用人員

	平成23年度末入所者数

（B）
	139人
	○平成23年度末利用人員（実績見込数）

	平成23年度末

地域移行者数数（C）
	32人
	○平成23年度末地域移行者数（実績見込数）

	第３期計画中の

地域移行見込み者数　(D)
	15人
	○平成24年度～26年度末までの地域移行見込み者数

	第３期計画中の

新規入所見込み者数　(E)
	9人
	○平成24年度～26年度末までの新規入所見込み者数

	平成26年度末入所者数（F）＝(B)－(D)＋(E)
	133人
	○平成26年度末時点の利用人員

	【目標値】削減見込

（A）－（F）
	22人

14.2％
	○差引減少見込み数(内訳：平成23年度まで16人、平成24年度から26年度まで６人)

	【目標値】

地域生活移行者数

(C)＋(D)
	47人

30.3％
	○施設入所からＧＨ・ＣＨ等へ移行した者の数(内訳:平成23年度まで32人、平成24年度から26年度まで15人)


２．福祉施設から一般就労への移行の目標値
	項　目
	数値
	考え方

	平成17年度の一般就労移行者数
	０人
	○平成17年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数　（A）　

	平成18年度の一般就労移行者数
	３人
	○平成18年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数　（B）

	【目標値】平成26年度の一般就労移行者数
	12人
	○平成26年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数　（C）＝（B）×４倍


３．各障害福祉サービス見込量の一覧

（１）自立支援給付
	サービス名
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	訪問系
	居宅介護
重度訪問介護
同行援護

行動援護
重度障害者等包括支援
	1,976時間
	2,067時間
	2,249時間

	
	
	152人
	159人
	173人

	日中活動系
	生活介護
	4,686人日
	4,928人日
	5,170人日

	
	
	213人
	224人
	235人

	
	自立訓練(機能訓練)
	21人日
	21人日
	21人日

	
	
	1人
	1人
	1人

	
	自立訓練(生活訓練)
	210人日
	210人日
	210人日

	
	
	10人
	10人
	10人

	
	就労移行支援
	551人日
	646人日
	779人日

	
	
	29人
	34人
	41人

	
	就労継続支援（Ａ型）
	1,400人日
	1,580人日
	1,800人日

	
	
	70人
	79人
	90人

	
	就労継続支援（Ｂ型）
	3,960人日
	4,284人日
	4,806人日

	
	
	220人
	238人
	267人

	
	療養介護
	23人
	24人
	25人

	
	短期入所
	220人日
	242人日
	264人日

	
	
	20人
	22人
	24人

	
	児童発達支援

放課後等デイサービス
	1,224人日
	1,309人日
	1,343人日

	
	
	72人
	77人
	79人

	
	保育所等訪問支援
	３人
	６人
	９人

	居住系
	共同生活介護（ＣＨ）
共同生活援助（ＧＨ）
	122人
	131人
	140人

	
	施設入所支援
	137人
	135人
	133人

	相談支援
	計画相談支援
	42人
	118人
	197人

	
	障害児相談支援
	7人
	14人
	21人

	
	地域移行支援
	25人
	25人
	25人

	
	地域定着支援
	23人
	47人
	57人


※「時間」は１月あたりの利用者数に月平均利用時間数を乗じた数値、

「人日」は１月あたりの利用者数に月平均利用日数を乗じた数値

「人」は１月あたりの利用者数。

（２）地域生活支援事業　必須事業
	事業・サービス名
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	相談支援事業

	
	障害者相談支援事業
	有
	有
	有

	
	基幹相談支援センター等機能強化事業
	有
	有
	有

	
	住宅入居等支援事業
	有
	有
	有

	
	成年後見制度利用支援事業
	有
	有
	有

	コミュニケーション支援事業

	
	手話通訳者等派遣事業
	132人
	132人
	132人

	
	要約筆記奉仕員派遣事業
	16人
	16人
	16人

	
	手話通訳者設置事業
	有
	有
	有

	
	視覚障害者代読・代筆奉仕員派遣事業
	240時間
	240時間
	240時間

	
	
	60人
	60人
	60人

	日常生活用具給付等事業

	
	介護・訓練支援用具
	5件
	5件
	5件

	
	自立生活支援用具
	16件
	16件
	16件

	
	在宅療養等支援用具
	15件
	15件
	15件

	
	情報・意思疎通支援用具
	25件
	25件
	25件

	
	排泄管理支援用具
	2,160件
	2,192件
	2,225件

	
	住宅改修費
	10件
	10件
	10件

	
	合　　計
	2,231件
	2,263件
	2,296件

	移動支援事業
	965時間
	1,060時間
	1,165時間

	
	193人
	212人
	233人

	地域活動支援センター事業
	有
	有
	有


※「有」は事業実施の有無

「時間」は年間の利用者数に平均利用時間数を乗じた数値
「人」は年間の利用者数
（３）地域生活支援事業　任意事業

	区分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	その他の事業
	福祉ホーム
	1人
	1人
	１人

	
	訪問入浴サービス事業
	50回
	50回
	50回

	
	
	12人
	12人
	12人

	
	更生訓練費給付事業
	19人
	23人
	29人

	
	生活支援事業

	
	
	生活訓練等･IT講習会
	有
	有
	有

	
	
	生活訓練等・生活訓練等事業
	有
	有
	有

	
	
	本人活動支援事業
	有
	有
	有

	
	
	ボランティア活動支援事業
	有
	有
	有

	
	日中一時支援事業

	
	
	日中ショート入所事業
	2,142回
	2,226回
	2,317回

	
	
	
	306人
	318人
	331人

	
	
	デイサービス事業
	3,072回
	3,288回
	3,516回

	
	
	
	768人
	822人
	879人

	
	生活サポート事業
	有
	有
	有

	
	社会参加促進事業

	
	
	スポーツ・レクリエー
ション教室開催等事業
	有
	有
	有

	
	
	点字・声の広報発行事業
	点字
	有
	有
	有

	
	
	
	音声
	有
	有
	有

	
	
	奉仕員養成研修事業
	2人
	2人
	2人

	
	
	自動車運転免許取得・改造助成事業
	4人
	4人
	4人


※「有」は事業実施の有無

「回」は年間の延利用者数

「人」は年間の利用者数
３　「田辺市第２期障害者計画」策定経過
	日　時
	内　容

	平成24年７月18日
	第１回　田辺市障害者施策推進協議会開催

【議事の内容】

（１）平成23年度の障害者計画及び障害福祉計画の実施状況について
（２） 第２期障害者計画について

①概要説明

②策定小委員会委員の選出について

③策定スケジュールについて

④アンケート調査・団体・行政ヒアリングについて

（３） その他

	平成24年８月～９月
	 アンケート調査の実施

	平成24年11月６日
	第２回　田辺市障害者施策推進協議会開催

【議事の内容】

（１）アンケート調査の報告について

（２）田辺市第２期障害者計画の基本概要について

（３）田辺市の現状について(手帳所持者数等統計資料から)

（４）その他

	平成24年８月～10月
	 関係団体アンケート及びヒアリング調査の実施

	平成24年12月10日
	田辺市障害者施策推進協議会計画策定小委員会開催

【議事の内容】

（１） 団体アンケート・ヒアリング調査の報告について

（２）田辺市第２期障害者計画素案について

（３）その他

	平成25年1月30日
	第3回　田辺市障害者施策推進協議会開催
【議事の内容】

（１）田辺市第２期障害者計画素案について

（２）その他

	平成25年２月５日

～２月25日
	パブリックコメントの実施

田辺市第２期障害者計画素案について

	平成25 年3月 5日
	第4回　田辺市障害者施策推進協議会開催
【議事の内容】

（１） 田辺市第２期障害者計画素案について

（２）その他


４　田辺市障害者施策推進協議会条例
（設置）

第１条　障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者基本法（昭和45年法律第84号）第36条第４項の規定に基づき、田辺市障害者施策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。

（組織）

第２条　協議会は、委員45人以内で組織し、委員は、関係行政機関の職員及び学識経験のある者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。

２　学識経験のある者のうちから委嘱される委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３　委員は、再任されることができる。

（専門委員）

第３条　協議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。

２　専門委員は、学識経験のある者のうちから、市長が委嘱する。

３　専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

（会長）

第４条　協議会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２　会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第５条　協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２　協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（庶務）

第６条　協議会の庶務は、保健福祉部において処理する。

（委任）

第７条　この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附　則

１　この条例は、平成17年５月１日から施行する。

２　この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第２条の規定にかかわらず、平成19年３月31日までとする。

附　則（平成23年10月７日条例第17号）

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は障害者基本法の一部を改正する法律（平成23年法律第90号）第２条の規定の施行の日〔平成24年５月21日〕から施行する。
５　田辺市障害者施策推進協議会委員名簿
	
	区分
	団体組織名
	氏名

	1
	学識経験者
	田辺市身体障害者連盟
	●中西　力三郎

H25.1.30交代

　　　　↓

●有木　まり子

	2
	
	田辺市身体障害者連盟
	愛瀨　貞夫

	3
	
	田辺市身体障害者連盟
	寺本　靖子

	4
	
	田辺市障害児者父母の会
	◎●髙田　雄

	5
	
	紀南地方精神障害者家族会　八起き会
	●早稲田　早苗

	6
	
	ＮＰＯ法人和歌山県自閉症協会中紀分会
	○●大久保　尚洋

	7
	
	田辺西牟婁知的障害関係施設連絡協議会
	中岡　康英

	8
	
	田辺西牟婁知的障害関係施設連絡協議会
	沼谷　多加志

	9
	
	田辺市障害児者相談支援センター ゆめふる
	●龍田　俊夫

	10
	
	紀南障害者就業・生活支援センター
	清水　望

	11
	
	田辺市医師会
	榎本　晃芳

	12
	
	田辺市社会福祉協議会
	●良原　昌子

	13
	
	田辺市民生児童委員協議会
	●三浦　時子

H24.12.20交代

　　  　↓

●能城　美智代

	14
	
	田辺市自治会連絡協議会
	宮本　弘之

	15
	
	田辺市議会文教厚生委員会
	久保　隆一

	16
	
	公募委員
	●畑谷　倫成

	17
	関係行政機関
	紀南病院
	赤木　秀治

	18
	
	紀南こころの医療センター
	小野　紀夫

	19
	
	西牟婁振興局健康福祉部
	●澤崎　喜英

	20
	
	紀南児童相談所
	木田　吉彦

	21
	
	田辺警察署
	室谷　文男

	22
	
	田辺公共職業安定所
	木下　和博

	23
	
	田辺市小・中学校校長会
	●新谷　育生

	24
	
	はまゆう支援学校
	     川岸　宏

	25
	
	田辺市保健福祉部長
	●田中　敦


（敬称略：◎は会長　○は会長代理　●は小委員会委員）
田辺市第２期障害者計画
平成25年３月

発　行　：田辺市
編　集　：田辺市やすらぎ対策課　障害福祉室
住　所　：〒646-0028
和歌山県田辺市高雄一丁目23番1号
電　話　：0739－26－4902
ＦＡＸ　：0739－25－3994


第１次田辺市総合計画（後期基本計画）


将来像：自然と歴史を生かした　新地方都市　田辺





基本理念　一人ひとりが大切にされ、幸せを実感できるまちづくり





障害者自立支援法





障害者基本法





田辺市第３期障害福祉計画





田辺市第２期障害者計画











その他、教育、生涯学習、都市基盤整備、


男女共同参画などの様々な分野別計画





その他、防災、交通安全等に関する計画





田辺市次世代育成支援行動計画（後期計画）





田辺市健康づくり計画「元気たなべ」





田辺市長寿プラン2012




















田辺市長寿プラン2012





第２次田辺市地域福祉計画





第１次田辺市総合計画





田辺市第２期障害者計画





田辺市第３期障害福祉計画





田辺市第４期障害福祉計画





事務局（障害福祉室）での進捗管理





評価結果・改善内容の検討





庁内関係各課での事業の実施





計画











田辺市第２期障害者計画


の推進





改善





事業実施





評価・検証





庁内関係各課により計画の評価・検証





資料：各年４月１日現在





資料：各年４月１日現在





■特別支援学校の児童生徒数


�
人数�
�
幼児部�
0�
�
小学部�
23�
�
中学部�
19�
�
高等部�
46�
�
合計�
88�
�
資料：平成24年４月１日現在





今回調査





前回調査





今回調査
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今回調査





今回調査





今回調査





今回調査





前回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





今回調査





前回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





前回調査





今回調査





今回調査





基本理念





「だれもが安心を感じられる障害者福祉の実現」





基本目標





課　題





１．社会のバリアフリー＊化の推進


２．障害の特性をふまえた利用者本位の


支援の展開


３．総合的かつ効果的な施策の推進


４．サービス基盤の整備











１．障害と障害のある人への理解


２．地域生活への移行＊とその基盤整備


３．相談体制の確立


４．障害のある子供への支援の充実


５．就労に向けた総合的な支援


６．安心して暮らせるまちづくり











７つの施策分野





施策の方向





１．広報・啓発活動





■広報・啓発活動の推進


■福祉教育＊の推進と交流の促進








■障害予防、障害の早期発見・早期療育体制の充実


■医療・リハビリテーションの充実


■精神保健対策の充実





■スポーツ・レクリエーション等への参加促進





■雇用の促進


■福祉的就労＊の場の拡大と一般就労への移行促進





■生活安定のための施策の充実


■総合的な自立支援システムの構築





■住宅・生活環境の整備促進


■交通・移動対策の推進


■防災・防犯対策の推進


■障害のある人にやさしい観光地づくりの推進





２．保健・医療・リハビリテーション＊





５．生活支援（福祉）サービスの充実





７．スポーツ・レクリエーション





６．福祉のまちづくり


（生活環境づくり）の推進





３．保育・教育





４．雇用・就労の促進





■保育・学校教育の充実


■進路の確立





・学校自体で、根本から徹底した教育をし、親の認識を改善させるとともに、知的・精神の体験学習の見直しなどを検討していく必要がある。


・広報で、バザーや色々な展示の内容を掲載しても、実際に見るのは関心のある人だけであり、そこをどうするかが課題。


・情報が文書だけではわかりにくく、具体的な情報提供が必要。周知の際は、関係機関だけになってしまい、市民に対するアピールがない。





・地域の精神科医療機能がかなり低下している。


・早期発見・早期訓練療育の開始ができる専門機関が必要である。


・障害者デイサービスに加えてリハビリ機能のある施設がほしい。


・社会情勢などが多様化している中、それに適応していく医療や体制が必要。





・特別支援学校の進路先が少ない。


・特別支援学校は、地域との連携や地域の学校、子供会、ＰＴＡ等との交流を増やしていくべきである。


・地域の学校と特別支援学校が連携し、何か取り組みができればよい。


・障害のある子供の親に対するサポート体制づくりが必要。





・雇用・就労は企業数が少なく、その中で協力的な企業を探すのは難しい。


・身体や肢体・聴覚の雇用は結構あるが、知的・発達障害＊の雇用はまだまだ少ない。


・自閉症などの発達障害の特性を生かした雇用が望まれ、具体的に周知していく必要がある。


・就労した後のフォローが必要であり、たまり場的なものや楽しめる場所が必要。


・就労後、雇用主等が相談できる機関やしくみを、広報やハローワーク等を通じて広く伝えていくことも必要。





・在宅で介護している親が亡くなった場合の対応として、施設への受け入れなどを考えていかなければいけない。


・土日のデイサービスの利用が非常に多くなっているので、その対応が必要。


・障害のある人の高齢化により、障害のある人のための老人ホームが必要になってくるのではないか。


・単身生活をはじめるための保証人制度の創設が必要。





・介護タクシーの料金が高く、タクシーも種類によって額が違う。


・普段の日常の中で障害のある人の存在を地域単位で把握し、災害等有事の時に支援に入れる仕組みを地域単位で作っておくことが肝心だと思う。


・災害時における福祉避難施設の早期設置（障害別対応が必要なため、現状の把握）、視覚的標示や電子的標示、音による標示等が必要。


・これまでの防災視点に加えて、今後は自助努力の視点を高め、各障害特性に応じて具体的に避難する技術を一人ひとりが身につけておく訓練や学習が必要。





・ご近所の受け入れ態勢、障害に対して正しく理解した上での接し方、勉強会・研修会が必要。


・障害が多岐にわたり個別性が高くなっているため、自助グループや趣味のサークルづくりを支援する必要性がある。


・地域住民としてさまざまな取り組みに参加するとなれば、まず事業所単位（ホーム、作業所）で参加することから始め、一住民、一参加者として何らかの役割や責任を持たせてもらうことが重要。また、こうしたことを一般の方々に理解してもらうための啓発が大切。
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